
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 5 年 3 月 

下妻市 





 

 

は じ め に 

 

下妻市は、国指定重要文化財である大宝八幡宮本

殿や下妻市初となる国登録有形文化財の江連用水旧

溝宮裏両樋などの歴史的な資源と、鬼怒川、小貝川、

砂沼などの水資源に恵まれた自然環境の豊かな地域

であります。これらの豊かな自然環境と歴史的資源

を保全し、将来に引き継いでいくことは、私たちに

課せられた責務であると考えています。 

これまで下妻市では、平成 25 年度から令和４年度

までの 10 年間を計画期間とした「下妻市環境基本計

画」に基づき、環境の保全及び創造に関する施策を

総合的かつ計画的に推進してまいりました。 

しかし、社会情勢の変化や地球温暖化などの地球規模となる環境問題の深刻化によ

り、新たな施策を推進していくことが求められています。このような環境問題に対応

するためには、市民や事業者の自主的、積極的な取組が不可欠であり、市、市民、事

業者がそれぞれの立場で相互に連携を図りながら環境問題に取り組んでいくことが必

要となります。 

そのため、これまでの環境基本計画を踏襲しつつ、新たな環境施策や市民、事業者

の行動指針を示した「第２次下妻市環境基本計画」を策定しました。 

豊かな自然環境を守り、将来の世代に引き継いでいくため、本計画に基づき環境施

策を推進してまいりますので、市民、事業者の皆様にはより一層のご理解とご協力を

賜りますようお願い申し上げます。 

結びに、本計画の策定にあたり、慎重な審議にご尽力を賜りました下妻市環境審議

会委員の皆様をはじめ、貴重なご意見をお寄せいただきました市民、事業者の皆様、

ご協力くださいましたすべての関係者の皆様に心から御礼申し上げます。 

 

 

 

令和５年３月 

 

下妻市長 菊池 博 
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第１章 計画の基本的事項  

 

第１節  計画策定の背景  

「下妻市環境基本計画」が策定された平成 25（2013）年以降、背景となる世界や日

本の環境に関わる変化として、主に次のようなものが挙げられます 。 

 

■カーボンニュートラル 

国際的な気候変動対策の枠組である「京都議定書」に代わる、新たな法的拘束力の

ある国際的な合意となる「パリ協定」が、平成 27（2015）年に発効されました。産業

革命以降の世界の平均気温上昇の幅を２度以内にとどめ、1.5度以内に抑える努力を追

求することが掲げられました。その後、令和３（2021）年 11 月にイギリスのグラスゴ

ーで開催された気候変動枠組条約第 26 回締約国会議（COP26）において、産業革命以

降の世界の平均気温上昇の幅を 1.5 度以内に抑えることを事実上の目標とする決意が

示されました。 

 

■持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals、以下「ＳＤＧｓ」という。） 

平成 27（2015）年に 150 を超える加盟国首脳の参加のもと国連サミットが開催され、

その成果文書として、「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」が採択されました。

アジェンダは、人間、地球および繁栄のための行動計画として、2016年から 2030年ま

での目標を掲げており、この目標が 17 のゴールと 169 のターゲットからなる「持続可

能な開発目標（SDGs）」です。経済、社会及び環境の３つの側面を統合的に解決し、

国際社会全体が将来にわたって持続可能な発展ができるよう、それぞれの課題に取り

組んでいくことが必要とされています。 

 

■海洋プラスチックごみ問題 

大量生産・大量消費社会が世界に広がりつつあり、急激な人口増加、経済発展、都

市化が進み、中長期的に資源制約が強まることが予想されるなか、近年、プラスチッ

クごみによる生態系への影響も懸念されています。プラスチックは世界全体で年間数

百万トンが海洋へ流出していると推計され、2050 年までには、海洋における魚の重量

を上回るプラスチックが海洋環境に流出・滞留すると予測されています。漂流したプ

ラスチックは分解されにくく、波や紫外線により砕かれ、微小な大きさとなったプラ

スチック（マイクロプラスチック）は、海洋生物の誤食を引き起こし、食物連鎖によ

る生物濃縮が懸念されています。 
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■国の環境政策 

平成 30（2018）年に「第五次環境基本計画」が閣議決定され、めざすべき社会の姿

として、持続可能な循環共生型の社会の実現が掲げられました。また、ＳＤＧｓの考

え方を活用し、複数の課題を統合的に解決することをめざすこと、１つの行動によっ

て複数の側面における利益を生み出すマルチベネフィットをめざすこととしています。

環境・経済・社会の統合的向上を具体化していくという「地域循環共生圏」のアプロ

ーチとともに、分野横断的な６つの重点戦略（経済、国土、地域、暮らし、技術、国

際）が示されました。 

平成 28（2016）年に策定された「地球温暖化対策計画」では、温室効果ガス排出量

の削減目標として 2030 年度目標（2013 年度比 26％削減）と 2050 年度目標（同比 80％

削減）が設定されました。その後、令和３（2021）年には、「2050 年カーボンニュー

トラル」を宣言し、2030 年度目標で 46％削減をめざしていくこととしています。 

平成 30（2018）年には「気候変動適応計画」が策定されました。地球温暖化防止に

向けた対策は、温室効果ガス濃度の上昇を低減させるための「緩和策」だけでなく、

地球温暖化の影響による熱中症や豪雨、土砂災害など、避けることが困難な現象につ

いて、影響を軽減するための「適応策」を進めることが必要とされ、「脱炭素」の取

組が求められています。 

国内では、依然として本来食べられるにもかかわらず廃棄されている食品（食品ロ

ス）が大量に発生しています。「第四次循環型社会形成推進基本計画」が平成 30

（2018）年に策定され、家庭から発生する食品ロス量を 2030 年度までに 2000 年度比

で半減するとの目標を定めています。また、令和元（2019）年には、再生不可能な資

源への依存度を減らし、再生可能資源に置き換えるとともに、使用された資源を徹底

的に回収し、何度も循環利用することを旨として、「プラスチック資源循環戦略」を

策定しました。 

 

■市の環境政策 

本市では、国の動向を踏まえ、令和３（2021）年１月 19 日に「下妻市ゼロカーボン

シティ宣言」を表明し、地球温暖化防止対策に積極的に取り組み、2050 年までに二酸

化炭素排出量実質ゼロを目指すこととしています。 

また、同年２月には、下妻市環境基本計画の基本施策の中から「砂沼の水質向上と

自然環境の保全」及び「地域循環共生圏の実現に向けたバイオマスの活用」の２つを

重点事業として位置付けし、市民・事業者・行政が協働して取り組むための具体的な

行動計画として、「下妻市環境アクションプラン」を策定しました。 

令和３（2021）年６月 25 日には、「下妻市ＳＤＧｓに基づく持続可能なまちづくり

推進条例」を制定し、行政と市民が協働して豊かで持続可能な地域社会の実現を目指

すこととしています。 
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令和３（2021）年７月１日には、「下妻市環境アクションプラン」を推進するため

の組織として「砂沼環境連絡協議会」を設立し、同団体主催の環境学習会を開催する

など、砂沼の環境保全活動が進められています。 

令和４（2022）年３月には、「下妻市再生可能エネルギー導入計画」を策定し、再

生可能エネルギーの導入を積極的に進め、脱炭素社会の構築を目指すこととしていま

す。 

令和５年度には建物で消費する年間の一次エネルギー消費量を 25％以下まで削減す

るニアリーゼブの新庁舎が開庁となり、脱炭素化に向けて先導的に取り組むこととし

ています。 

 

 

第２節  計画策定の主旨  

本市では、環境の保全及び創造に関する施策を総合的に進めていくために、「下妻

市環境基本条例」を平成 24（2012）年９月に制定しています。本条例では、下妻市の

環境を将来に引き継ぐために、市、市民、事業者の責務や役割、施策などの基本的条

項を定めています。 

「環境基本条例」に掲げる基本理念の実現に向けて、平成 25（2013）年３月には、

環境の保全と創造のための施策を総合的に推進していくため、「下妻市環境基本計画」

を策定しました。「第５次下妻市総合計画」に掲げている将来像の実現に向けて、

「みんなの心が育む 人と環境にやさしいまち しもつま」を環境将来像とし、各種

施策を進めてきました。 

平成 29（2017）年度には「第６次下妻市総合計画」が策定され、将来像である「人

と自然を活かし、住みよさを創るまちしもつま ～住み続けたい、選ばれるまちを目

指して～」を環境面から具体化するため、環境基本計画の見直しを行いました。 

策定から 10 年が経過し、計画期間が令和４（2022）年度で終了することから、環境

をめぐる情勢や社会経済状況の変化に対応すべく、さらには本市における環境問題の

解決や将来に向けた環境政策のさらなる推進を図るため、「第２次下妻市環境基本計

画」を策定します。 

なお、本計画では、昨今の地球的規模で問題となっている地球温暖化及びカーボン

ニュートラルに関する施策の統合を図り、「地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」

及び「地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」を包含する内容とします。 
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第３節  計画の基本的な考え方   

 

３．１  計画の位置づけと役割  

第２次下妻市環境基本計画は、「第６次下妻市総合計画」に掲げている本市が目指

す将来像「人と自然を活かし、住みよさを創るまち しもつま ～住み続けたい、選

ばれるまちを目指して～」の実現に向けて、本市における環境保全に関する施策を総

合的に推進することを定めた「下妻市環境基本条例」に基づき、環境施策の基本的な

考え方（基本目標・基本施策）を示すものです。 

本計画は、関連する他の計画や国・県の環境基本計画、環境保全活動への取組とも

連携して、市・市民・市民団体・事業者が一体となり環境に配慮した施策・事業を進

めていく際の指針となるものです。 

また、「地球温暖化対策の推進に関する法律」第 21 条の規定に基づく、地球温暖化

対策実行計画を包含した計画として位置づけます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

下妻市環境基本条例 下妻市総合計画 

下妻市環境基本計画 

下妻市地球温暖化対策実行計画 

市、市民、市民団体、事業者の取り組み 

【国】 

・環境基本法 

・環境基本計画 

・地球温暖化対策の推進に関す

る法律 

・地球温暖化対策計画 他 

【茨城県】 

・環境基本条例 

・環境基本計画 

・地球温暖化対策実行計画 他 
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３．２  計画の構成  

本市を取り巻く状況を踏まえ、本計画では、以下のような項目について取りまとめ

ます。 

また、本計画の５章を「地球温暖化対策の推進に関する法律」の第 21 条に基づく地

球温暖化対策実行計画として位置づけます。 

 

 

 

 

 

   

 

 

３．３  計画の対象とする環境の範囲  

計画の対象とする環境の範囲は、次項のとおりとします。 

 

地球環境 

気候変動 

エネルギー 

オゾン層・酸性雨 

資源の循環 

廃棄物の適正処理 

不法投棄 

リサイクル 

自然環境 

動物・植物 

生物多様性 

農地・山林・水辺 

生活環境・ 

快適環境 

水・地下水 

公害 

公園・緑地 

景観 

文化財 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第１章 計画の基本的事項 

第２章 環境の現状と課題 

第３章 計画の目標と施策の方向性 

第４章 目標実現のための施策 

第５章 地球温暖化対策実行計画 

第６章 計画の推進 
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３．４  計画の期間  

令和５年度から令和 14 年度までの 10 年間を計画期間とします。ただし、社会経済

状況の変化、科学技術の進展、国・県の関連する計画の変更や令和 10 年度に策定され

る第７次下妻市総合計画との整合性を考慮し、５年間で計画及び目標値の見直しを行

うこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和５年 令和 14 年令和 10 年

第７次下妻市総合計画（前期計画） 

目指す 

環境像の

実現 

第６次下妻市総合計画（後期計画） 

各施策の実施 各施策の実施 

 

見直し 
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第２章 環境の現状と課題  

 

第１節  下妻市の概況  

本章では、本市の概況をまとめるとともに、【地球環境、資源の循環、自然環境、

生活環境・快適環境及び環境教育・環境学習】の各分野における現状と課題を整理し

ています。また、令和４年８月に市民 1,500 人及び 500 事業所を対象に実施しました

「環境に関する意識調査」のアンケート結果から、本計画に関連する環境事項につい

て記載しています。 

 

１．１  位置・地勢  

下妻市は茨城県南西部に位置し、北は筑西市、南は常総市、東はつくば市、西は結

城郡八千代町にそれぞれ接しています。 

市の総面積は 80.88km2 で県土の約 1.3％となっています。大半は、比較的肥沃な土

地で形成され、中央に砂沼、東に小貝川、西に鬼怒川と水資源も豊かです。 

 

１．２  気候  

本市の気候は夏の平均気温23.9℃、冬の平均気温4.1℃で、降水量は夏平均129.9mm

内外、冬平均 39.9mm 内外となっており、海から 50km 以上離れているため、やや内陸

型の性格の強い温暖な気候です。 

 

月別気温及び降水量 

 

資料：気象庁 1991～2020 平年値 夏：６～８月、冬：12～２月 
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１．３  人口・世帯  

本市の人口は、令和４年１月１日現在で 42,052 人、世帯数は 16,558 世帯となって

います。平成 18 年１月１日に千代川村と合併し、46,188 人まで人口が増加しました

が、それ以降は人口の減少が年々続き、令和４年までの 10 年間で 2,064 人減少してい

ます。近年、世帯数は微増で推移しており、１世帯あたりの世帯員数は減少傾向にあ

ることから、核家族化の傾向が見られます。 

また、茨城県の人口調査による平成 10 年と令和２年との年齢３区分別人口の比率で

は、０～14 歳及び 15～64 歳が減少する中で、65 歳以上が増加しており、少子高齢化

が着実に進行しています。 

 

 

資料：茨城県常住人口調査（各年 1 月 1 日現在） 

 

 

資料：茨城県の人口 
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１．４  土地利用  

本市の土地利用状況は、田と畑で 53.4％と市面積の約半分を占め、農業が盛んであ

ることが伺えます。次いで、宅地の 18.5％、山林の 4.1％の順となっています。 

 

  

資料：税務課（令和 2 年 1 月 1 日現在） 

 

１．５  産業  

本市の事業者数は、平成 28 年現在で 2,171 事業所であり、従業員数は 19,570 名と

なっています。環境への負荷が比較的大きいと考えられる製造業は、283事業所であり、

全体の 13.0％を占めています。 

 

産業別事業所数及び従業員数 

 

資料：財務省統計局 

  

田, 29.0%

畑, 24.4%
宅地, 

18.5%
池沼, 0.1%

山林, 4.1%

原野, 0.3%

雑種地, 4.2%
その他, 

19.4%

地目別土地面積の割合

田 畑 宅地 池沼 山林 原野 雑種地 その他

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数
全産業(公務を除く) 2,329 19,920 2,299 20,234 2,171 19,570
農林漁業 20 164 19 179 20 210
鉱業，採石業，砂利採取業 - - - - - -
建設業 346 1,760 330 1,728 317 1,665
製造業 302 5,577 291 5,601 283 5,620
電気・ガス・熱供給・水道業 - - 2 29 - -
情報通信業 8 26 4 14 4 16
運輸業，郵便業 77 1,666 83 1,632 84 1,690
卸売業，小売業 611 3,965 572 4,006 543 4,137
金融業，保険業 28 309 30 313 32 313
不動産業，物品賃貸業 124 332 128 309 118 293
学術研究，専門・技術サービス業 50 208 50 207 51 182
宿泊業，飲食サービス業 232 1,793 218 1,691 202 1,401
生活関連サービス業，娯楽業 204 882 200 856 188 834
教育，学習支援業 52 262 76 707 49 206
医療，福祉 93 1,514 113 1,766 109 1,764
複合サービス事業 22 264 20 222 18 230
サービス業(他に分類されないもの) 160 1,198 163 974 153 1,009

平成24年 平成26年
区分

平成28年



10 

 

１．６  交通  

① 道路  

本市の基幹道路は、南北方向に国道 294 号、東西に国道 125 号が縦横断しており、

隣接する常総市や筑西市、つくば市や古河市を広域的に結ぶ重要な役割を担っていま

す。 

② 鉄道  

関東鉄道常総線が、国道 294 号とほぼ併走するように地域内を南北に縦貫し、通勤

や通学の主要な公共交通機関となっています。 

③ バスなど  

バス路線については、下妻駅（関東鉄道常総線）から土浦駅（JR 常磐線）を結ぶ路

線と下妻駅からつくばセンター（つくばエクスプレス線つくば駅）を結ぶ路線の２系

統のバスが走っています。また、下妻市と筑西市を結ぶ新たな路線バスの実証運行を

令和２（2020）年 10 月から開始しました。 

本市では公共交通網の連携・拡充を図るため、コミュニティバス「シモンちゃんバ

ス」の実証運行を平成 29（2017）年１月から運行開始した他、専用サイクルポートで

あれば、どこでも貸出・返却が可能な交通システムとして、コミュニティサイクル

「しもんチャリ」を平成 29（2017）年５月から導入しました。 

また、高齢者など移動困難者の日常生活に必要な移動手段の確保を図るため、高齢

者福祉タクシー利用料金助成事業等の運用が行われています。 
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第２節  環境の現状と課題  

 

２．１  地球環境  
 

【現状】 

国では、令和３（2021）年に「2050 年カーボンニュートラル」を宣言し、2030 年度

目標で 46％削減をめざしていくこととしています。 

また、平成 30（2018）年には「気候変動適応計画」が策定され、温室効果ガス濃度

の上昇を低減させるための「緩和策」だけでなく、地球温暖化の影響による熱中症や

豪雨、土砂災害など、避けることが困難な現象について、影響を軽減するための「適

応策」を進めることが必要とされています。 

これらを受け市では、市役所の事務、事業における温室効果ガスを削減するため、

「下妻市役所地球温暖化対策実行計画」を策定し、電気や燃料、水道、紙の使用量の

削減に努めています。 

令和２（2020）年度には、市内全域で 2050 年までに二酸化炭素排出量実質ゼロを目

指すゼロカーボンシティを宣言し、実現に向けて求められる再生可能エネルギーの導

入促進のため、令和３（2021）年度に「下妻市再生可能エネルギー導入計画」を策定

しました。 

 

【課題】 

本市の温室効果ガス排出量は、2011 年までは減少傾向にありましたが、その後上昇

に転じ、2014 年をピークに横ばい傾向が続いています。本市が目指す脱炭素化を実現

するためには、すべての主体があらゆる手段を使って温室効果ガス削減に努める必要

があります。 

 

温室効果ガス排出量の推移（市域） 

 

資料：下妻市再生可能エネルギー導入計画 
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市の施設等からの温室効果ガス排出量は、令和元年度以降、ほぼ横ばい傾向にあり

ます。 

脱炭素化の実現には、市が模範となり率先して行動に移していくことが重要です。 

 

温室効果ガス排出量の推移（市の施設等） 

 

資料：生活環境課     

 

 

環境意識調査では、「あなたはどのような環境問題に関心がありますか」の質問に

対して、「地球温暖化の問題」は「ごみのポイ捨てや不法投棄」に次いで高く、市民

の関心が高いことがうかがえます。 

 

 

資料：環境に関する意識調査（市民） 
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ごみのポイ捨てや不法投棄
地球温暖化の問題

畜舎やたい肥などの農業施設からのにおい
開発などによる森林の伐採や⽥んぼの減少

⾞の⾛⾏による⼤気汚染や騒⾳
⼯場などからの⼤気汚染や⽔質汚濁、騒⾳、悪臭

家庭からの⽣活排⽔による⽔質汚濁
⾷品ロスの減量化

地下⽔や⼟壌の汚染
ごみの減量や資源化

アメリカザリガニやブラックバスなどの外来種の増加
野⽣の動植物の減少

イノシシなど野⽣⿃獣による農作物の被害
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「地球温暖化対策として、あなたが実施していることは何ですか」の質問では、

「節電（こまめな消灯、冷暖房の温度管理など）」が最も高く 83％、次いで「家庭ご

みの減量化・資源化」が 47％であり、家庭内で実施が容易なものは高いが、太陽光発

電の導入をはじめ、実施に費用や労力を要するものはいずれも低くなっています。 

 

 

資料：環境に関する意識調査（市民） 

 

 

事業者においては、「地球温暖化対策として、貴事業所において実施されている取

組は何ですか」の質問について「節電（こまめな消灯、冷暖房の温度管理など）」が

最も高く84％の事業者が取り組んでいます。次いで「省エネ家電（LED、高効率ボイラ

ー等）への更新」が高く、省エネ機器の導入が進んできていることがうかがえます。 

しかし、家庭と同様に、太陽光発電の導入等の費用を要するものは低い結果となっ

ています。 

 

資料：環境に関する意識調査（事業者） 
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11%
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

節電（こまめな消灯、冷暖房の温度管理など）
家庭ごみの減量化・資源化

太陽光発電など再⽣可能エネルギーの導⼊
省エネ家電（LED等）の購⼊

太陽熱や地中熱など熱エネルギーの利⽤
電気⾃動⾞（EV）や燃料電池⾃動⾞（FCV）の購⼊

公共交通機関、⾃転⾞の積極的利⽤
森林の整備

家庭⽤燃料電池（エネファーム）の設置
⽊質ストーブの設置

その他
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56%
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太陽光発電の導⼊
植林や下草刈りなど森林の再⽣・整備

電気⾃動⾞（EV）や燃料電池⾃動⾞（FCV）の購⼊
事業活動によるエネルギー使⽤量の調査・把握

極端な暑さや局地的豪⾬等への対策
太陽熱や地中熱など熱エネルギーの利⽤

社員への公共交通機関、⾃転⾞の利⽤推進
コージェネレーションシステムの導⼊

業務・産業⽤燃料電池の導⼊
その他
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２．２  資源の循環  
 

【現状】 

国内では、「第四次循環型社会形成推進基本計画」が平成 30（2018）年に策定され、

家庭から発生する食品ロス量を 2030 年度までに 2000 年度比で半減するとの目標を定

めています。また、令和元（2019）年には、再生不可能な資源への依存度を減らし、

再生可能資源に置き換えるとともに、使用された資源を徹底的に回収し、何度も循環

利用することを旨として、「プラスチック資源循環戦略」を策定しました。 

本市では、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき、一般廃棄物を適正に処理

し、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るため、一般廃棄物として家庭から出る

ごみの分別マナーを指導し、資源ごみ収集の徹底に向けて取り組んでいます。また、

指定ごみ袋の一部無料配布を実施し、指定枚数以上にごみを出すときはごみ袋を有料

とすることで、プラスチックをはじめとするごみの排出抑制に努めています。 

リサイクル分野では、住民団体による回収を促進するため、団体による資源ごみの

回収に補助を行っています。 

 

【課題】 

各主体が地球環境に与える影響を認識し、自主的な取組を推進する必要があります。

ごみ処理などについても、３Ｒ（リデュース：発生抑制、リユース：再使用、リサイ

クル：再生利用）を基調に、さらにプラス２Ｒ（リフューズ：断る、リペア：直す）

を追加した５Ｒを推進し、資源循環型社会を構築していく必要があります。 

環境意識調査の重要度・満足度調査では、「不法投棄対策」は重要な問題であり、

対策に不満を感じている市民の割合が高くなっています。 

 

資料：環境に関する意識調査（市民） 
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「あなたは、日常生活で環境保全へ向けどのような取組を行っていますか」の質問

では、85％以上の市民が「ごみの分別や減量化の徹底」「リサイクル商品や詰め替え

商品など環境にやさしい製品の利用」「エコバッグの利用」と回答しており、リサイ

クルやプラスチックごみ問題に対する市民の意識の高さがうかがえますが、ごみ拾い

等の環境美化活動への取組状況は低調となっています。 

 

 
資料：環境に関する意識調査（市民） 

 

 

事業者に対する「貴事業者では、環境保全に向けどのような取組を行っていますか」

の質問では、83％の事業者が資源物の分別やリサイクルに取り組んでいる一方、廃棄

物削減に向けた対策に取り組んでいる事業者は半数の 50％にとどまっています。 

 

資料：環境に関する意識調査（事業者） 
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２．３  自然環境  
 

【現状】 

私たち人間の暮らしは、様々な自然の営み（生態系サービス）によって支えられて

います。生態系の健全さは「生物多様性」として表現され、生物多様性を確保してい

くことは私たちの生存基盤を保つことに他なりません。 

国内では、愛知目標の達成に向け、日本のロードマップとしての役割を担う「生物

多様性国家戦略 2012-2020」が平成 24（2012）年に策定されています。 

令和３（2021）年 10 月には、中国の昆明において生物多様性条約第 15 回締約国会

議（COP15）が開催され、「少なくとも 2030 年までに生物多様性の損失を逆転させ回

復させる」とする「昆明宣言」が採択されました。今後、愛知目標に代わる新たな世

界目標の合意に向けて、交渉が進められる予定です。 

本市では、平成 24（2012）年度に自然環境の現況を把握するために、動物・植物の

調査を実施しました。調査では、国蝶であるオオムラサキ（昆虫）が小貝川ふれあい

公園で確認されているほか、「レッドデータブック茨城」で保護上重要な動物として

選定されているトウキョウダルマガエル（両生類）、キイロヤマトンボ（昆虫）、ヤ

マトタマムシ（昆虫）の生息を確認しています。植物においては、砂沼広域公園にお

いて野生復帰事業を行っているコシガヤホシクサをはじめ、保護上重要な植物として

選定されているコイヌガラシ、タコノアシ、ハナムグラ、ミゾコウジュなどの植物が

生育しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方で、特定外来生物であるウシガエルは、本市水域で広く生息しており、小貝川

ふれあい公園内の池内では、緊急対策外来種であるミシシッピアカミミガメ（通称ミ

ドリガメ）が多く確認されています。アライグマも市内各地で生息が確認され、農業

や生活環境の被害報告が年々増加しています。オオキンケイギク、アレチウリといっ

た外来生物も広範にわたって生育しています。また、地球温暖化に伴う気候変動、開

発に伴う生育地の減少、外来種の移入など地域由来の生態系への脅威が新たな問題と

なっています。 

  

コシガヤホシクサ 

トウキョウダルマガ

トウキョウダルマガエル 
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本市は市域の多くを経営農耕地が占め、次いで畑作、果樹となっています。農地や

里山は、美しい田園風景を形づくり、私たちに豊かな恵みをもたらすだけでなく、洪

水防止、水源の涵養、自然環境の保全、うるおい空間の提供、文化・伝統の伝承など

様々な役割を担っています。 

 

【課題】 

野生動植物の生息・生育状況を調査し把握するとともに、希少な動植物の適正な保

護及び捕獲防止、特定外来種の生息域拡大の防止など地域固有の生態系確保に努める

ことが必要となります。 

畦・水路周辺の草刈や採取による希少な植物の減少が見られ、これら植物の生育状

況を調査し把握するとともに、適正な保護・保全が必要です。また、特定外来種の生

育域拡大の防止など地域固有の生態系確保に努めることが必要となります。 

農業の持つ物質循環機能を生かし、生産性との調和に留意しつつ、低農薬の農法を

取り入れるなど環境負荷の軽減に配慮した環境保全型農業を行うことが必要です。ま

た、多様な野生動植物の生息・生育環境を保護するため、希少種などの分布状況の把

握を行うとともに、農地や山林の自然環境の保全に努める必要があります。 

環境意識調査によると、「あなたはどのような環境問題に関心がありますか」の質

問では、野生動植物や外来種の問題に対して市民の関心が低く、市域で確認されてい

る外来種の生息域拡大や希少動植物の減少を考慮すると、市民にもっと興味・関心を

もってもらうよう取り組んでいく必要があります。 

 

資料：環境に関する意識調査（市民） 
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２．４  生活環境・快適環境  

① 水環境（河川、地下水）  
 

【現状】 

本市の上水道における水源は、霞ヶ浦及び地下水であり、普及率は 95.8％（令和３

年度）となっています。一方で下水道普及率は 32.5％（令和３年度）、合併処理浄化

槽普及率は 36.8％（令和３年度）と低く、下水道又は合併処理浄化槽で処理されない

生活雑排水の流入が河川に対する汚濁負荷の原因となっています。 

河川の水質について、小貝川、鬼怒川及び糸繰川の河川 11 地点、並びに砂沼の３地

点で水質検査を実施していますが、河川では汚濁負荷を表す BOD の数値について、環

境基準を超過する年度及び地点が見受けられました。一方、工場や事業所の排水につ

いては、法律や条例に基づく排水基準を満たしているかどうか適宜水質検査を行い、

基準を超過している場合には改善を指導しています。 

本市では、令和３（2021）年度に環境基本計画の進行管理を市民や事業者に見える

形で実践・検証することを目的として「下妻市環境アクションプラン」を策定しまし

た。その中の砂沼アクションプランでは、砂沼の水質向上を目的とし、水質検査の回

数を増やすとともに、新しい指標であるアオコの調査を実施していくこととしていま

す。 
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河川水質調査結果一覧（BOD） 

河川名 
調査 

地点 

調査 

時期 

調査結果（mg/L） 
基準 

（mg/L） 平成 
29 年度 

 
30 年度 

令和 
元年度 

 
２年度 

 
３年度 

小貝川 

小貝 

大橋 

夏 0.9 0.8 0.7 1.0 0.9 

2 

冬 1.8 1.8 0.6 1.3 2.3 

祝橋 
夏 1.2 1.7 0.7 1.0 0.9 

冬 1.3 1.0 0.9 1.3 2.5 

豊原橋 
夏 1.6 1.7 0.7 0.9 1.0 

冬 1.3 2.0 0.8 1.2 2.6 

愛国橋 
夏 1.3 0.7 1.1 0.9 0.7 

冬 1.5 1.9 1.5 2.3 3.7 

糸繰川 

大神橋 
夏 1.9 1.1 1.2 0.9 1.3 

5 

冬 2.4 10.4 1.3 3.4 3.5 

平橋 
夏 3.7 1.3 3.4 1.4 2.4 

冬 2.6 2.8 1.6 3.0 3.3 

江尻橋 
夏 3.9 0.9 2.9 1.4 2.3 

冬 3.0 2.4 1.0 2.8 3.9 

寿久橋 
夏 3.5 1.4 2.0 1.3 1.6 

冬 2.9 4.6 1.8 3.0 4.1 

鬼怒川 

駒城橋 
夏 1.3 1.1 0.7 1.0 0.8 

2 

冬 1.0 1.1 0.8 1.8 2.2 

大形橋 
夏 1.3 1.3 0.9 1.3 1.1 

冬 1.3 1.2 1.0 1.9 1.9 

新鬼怒川

橋 

夏 1.3 0.9 0.6 0.9 0.8 

冬 1.2 1.3 1.4 1.7 1.8 

砂沼 

砂沼 

大橋 

春 - - - 2.0 2.7 

8 

夏 3.2 2.4 1.1 1.9 2.2 

秋 - - - 2.6 3.9 

冬 4.3 2.4 2.1 3.3 3.5 

越戸 

春 - - - 1.5 1.7 

夏 0.9 0.8 1.1 0.8 0.9 

秋 - - - 2.8 4.7 

冬 5.2 2.9 2.8 3.0 4.8 

長塚 

水門 

春 - - - 2.8 2.8 

夏 3.1 2.2 1.6 2.1 1.7 

秋 - - - 1.9 3.7 

冬 3.4 2.4 1.6 3.2 4.0 

※下線は、基準を超過したことを示します。 

資料：生活環境課 
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【課題】 

工場・事業場の排水の水質検査については、継続して行っていくとともに、生活雑

排水は下水道への接続又は合併処理浄化槽の設置を促進し、公共用水域の水質保全に

努める必要があります。 

下水道普及率 

 

資料：上下水道課 
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② 大気環境（大気汚染、悪臭）、騒音・振動  
 

【現状】 

大気環境について県では、一般環境大気局 35 局及び自動車排出ガス測定局３局にお

いて、大気環境測定を 24 時間実施しています。下妻局においては、自動測定機による

常時監視を行っており、二酸化窒素、浮遊粒子状物質については、環境基準を達成し

ています。常時測定結果での年平均値は、過去５年間において、ほぼ横ばいで推移し

ています。 

 

一般大気環境局調査結果一覧 

調査項目 

年平均値 
浮遊粒子状物質の単位は mg/m3、それ以外は ppm 

基準 
平成 

28 年度 

 

29 年度 

 

30 年度 

令和 

元年度 

 

２年度 

二酸化窒素 0.009 0.010 0.008 0.008 0.007 

１時間値の１日平均値
が 0.04ppm から 0.06ppm
のゾーン内又はそれ以
下であること。 

浮遊粒子状 

物質 
0.025 0.026 0.026 0.024 0.019 

１時間値の１日平均値
が 0.10 ㎎/㎥以下であ
り、かつ、1 時間値が
0.20 ㎎/㎥以下であるこ
と。 

資料：茨城県環境白書 

 

悪臭については、主に事業活動に伴い発生する臭気が人に不快感を与えるものです。

近年、市に寄せられる悪臭に関する苦情は、ばい煙に次いで多く、要因としては、ご

みなどの違法焼却に伴うものや、畜産をはじめ営農活動の過程で発生するものなどが

挙げられます。悪臭は感覚公害の要素が強いことから、指導等の対応にあたっては慎

重に行っていますが、環境意識の変化により、大気環境への関心の高まりが見られま

す。 

公害苦情件数一覧            （件数） 

区分 
平成 

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 

令和 

元年度 

総数 65   99   111   123   92   124   129   133   106   53   

ばい煙 35   48   61   69   50   49   75   79   66   25   

汚水 3   2   6   7   5   6   5   5   4   4   

悪臭 11   19   14   12   11   34   15   16   17   6   

騒音 7   9   11   9   11   9   16   13   6   10   

振動 1   2   1   2   0   2   1   3   2   1   

廃棄物等 1   5   12   12   6   11   8   11   5   5   

その他 7   14   6   12   9   13   9   6   6   2   

資料：生活環境課 
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騒音・振動については、道路に面する地域における住居等が受ける自動車騒音の影

響状況を把握するため、計画的に自動車騒音の常時監視を行っております。工場、事

業場において発生する騒音・振動については、騒音規制法又は振動規制法に基づき、

特定工場及び特定建設作業において規制されています。 

 

交通騒音調査結果一覧 

調査路線名 調査地点 調査時期 

等価騒音レベル（㏈） 

昼間 

環境基準：70 

夜間 

環境基準：65 

一般国道 125 号 堀籠 平成 29 年度 73 70 

県道つくば古河線 大園木 平成 29 年度 71 65 

県道谷和原筑西線 原 平成 29 年度 70 65 

県道つくば古河線 鎌庭 平成 30 年度 70 65 

県道下妻停車場線 下妻丁 平成 30 年度 62 54 

県道谷和原筑西線 本城町 平成 30 年度 67 65 

一般国道 294 号 袋畑 令和元年度 71 70 

県道赤浜谷田部線 高道祖 令和元年度 64 55 

県道山王下妻線 半谷 令和元年度 62 56 

県道大宝停車場線 大串 令和元年度 58 47 

一般国道 294 号 下宮 令和 2 年度 69 67 

県道沼田下妻線 高道祖 令和 2 年度 63 55 

県道皆葉崎房線 皆葉 令和 2 年度 67 59 

県道谷和原筑西線 原 令和 2 年度 68 63 

県道結城下妻線 南原 令和 3 年度 70 66 

県道つくば古河線 見田 令和 3 年度 68 61 

県道下妻真壁線 大串 令和 3 年度 68 61 

県道高崎坂東線 皆葉 令和 3 年度 68 62 

※下線は、基準を超過したことを示します。 

資料：生活環境課 

 

【課題】 

市民の健康や生活環境に悪影響を与えることのないよう、微小粒子状物質（PM2.5）

を含めた大気の監視及び指導体制について、県と連携しながら継続して実施していく

必要があります。また、苦情が多い野焼きを防止するため、広報紙等を通じ市民や事

業者への啓発を続けていきます。事案が発生した場合は、なぜ野焼きがいけないのか、

行為者への適切な指導が求められます。 

事業者から発生する悪臭や騒音・振動については、規制基準に沿った適正な指導・

監視を行う必要があります。 
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③ 快適環境  
 

【現状】 

本市には、「砂沼広域公園」「小貝川ふれあい公園」など、快適な環境を提供する

場としての都市公園などが整備されています。また、憩いや交流、癒しの場となる公

園や緑地、心を豊かにする田園風景や、歴史的・文化的遺産などが多く残されており、

後世に受け継いでいくことが求められています。これらの歴史や文化を適正に保存・

管理するとともに、地域の自然や風土特性を活かし、自然環境とのバランスを考慮し

た土地利用を図る必要があります。 

 

【課題】 

公園・緑地は、健康増進の場、子どもたちの遊び場としての役割は大きく、適切な

維持・管理を行い、利用促進に努める必要があります。大宝八幡宮の周辺は、国指定

史跡のため開発等から守られ地域由来の環境が残っていることから、歴史や自然を学

ぶ場としての活用を進める必要があります。 
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２．５  環境教育・環境学習  
 

【現状】 

本市では環境保全意識の高揚と実践を促すため、砂沼環境連絡協議会主催による環

境学習会、ＳＴＯＰ！温暖化エコネットしもつま主催による環境イベントなど、身近

で体験的な環境教育・環境学習が行われています。また、市民清掃デーによる公共の

場所での清掃や草取り、花壇の手入れなど、市民、事業者、市による協働での景観・

環境美化活動が行われています。 

環境イベントは、広報紙やホームページ、様々なイベントの機会を通じて市民への

情報提供を推進しています。 

環境イベントをとおして市民や事業者が環境との関わりを理解し、環境に配慮した

行動に取り組むことが求められています。 

自然環境の面では、ＮＰＯ法人や活動団体による自然観察会の開催や遊歩道などの

保全活動が行われているほか、環境美化や景観保全の面では、「市民清掃デー」によ

る公共の場所での清掃や草取り、花壇の手入れ、地域のごみ拾い、花植えなど、市と

市民や事業者による協働での活動が行われています。 

 

【課題】 

近年の環境保全活動は、新型コロナウィルス感染症の感染拡大防止の観点から実施

が困難となりました。新型コロナウィルス感染症による「新たな生活様式」に対応し

つつ、環境教育・環境学習を進めていく方策を構築していく必要があります。 

子どもたちが、今後の環境対策の担い手となるよう環境教育・環境学習を推進する

とともに、市民や事業所が様々な環境問題に関心と理解を深めるため、学習機会の提

供や環境に関する情報提供に努める必要があります。 

市民や地域、事業所などが主体的に取り組む自然保護活動や環境美化活動を広く紹

介するなど、活動が拡大するよう支援を行うとともに、環境保全活動に意欲的な人

材・団体などを育成する必要があります。 
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第３章 計画の目標と施策の方向性 

 

第１節  環境将来像  

 

第６次下妻市総合計画では、 

 

「いつまでも暮らしたい 誰もが安心できるやさしいまちづくり」 

「豊かでかけがえのない自然と共生するまちづくり」 

「市民一人ひとりが活躍し、ひと・もの・しごとに活力あるまちづくり」 

 

の３つを基本理念とし、下妻市が目指す将来像を 

 

『 人と自然を活かし、住みよさを創るまち しもつま  

～住み続けたい、選ばれるまちを目指して～ 』 

 

と定めています。 

 

本計画は、第６次下妻市総合計画に掲げる将来像との整合を図りつつ、環境面から

市の目指すべき環境像を次のように設定します。 

 

 

 

 

 

 

第２節  基本目標と関連するＳＤＧｓの位置付け  

 

目指すべき環境像『自然と共生する 環境にやさしいまち しもつま』を実現する

ために、本市の環境に関する現状などを踏まえ、次の４つの基本目標を設定し、市・

市民・事業者が一体となり環境の保全及び創造を推進します。 

 

国の環境基本計画ではＳＤＧｓの考え方を取り入れ、複数の課題を統合的に解決し

ていくため、分野横断的な施策を展開し、課題の同時解決を目指しています。この考

え方を踏まえ、本計画では、ＳＤＧｓにおける 11 個のゴールを取り入れた基本目標、

施策を展開し、持続可能なまちづくりを目指します。 

  

自然と共生する 環境にやさしいまち しもつま 
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私たちの生活環境において河川や水辺などは、人々にやすらぎとふれあいを提供す

る場や、多様な動植物の生息・生育地として重要な空間となっていますが、大気汚染

や水質汚濁などの影響による危険にさらされています。大気汚染や水質汚濁の未然防

止・監視や、良好な水空間の保全・維持を図り、公害のないきれいなまちづくりを推

進し、市民が健康で安全・安心に暮らせる社会を形成することを目指します。 

 

施策体系 

 環境に配慮した都市形成 

 公害対策 

 安全で安心な上水道 

 生活排水処理の推進 

 

関連するＳＤＧｓ 

【目標３ すべての人に健康と福祉を】 

大気汚染、水質汚濁、土壌汚染及び有害化学物質による健康被害の

防止 

 

【目標６ 安全な水とトイレを世界中に】 

汚染の減少、投棄の廃絶と有害な化学物・物質の放出の最小化及び

水に関連する生態系の保護・回復 

 

【目標９ 産業と技術革新の基盤をつくろう】 

環境に配慮した技術・産業プロセスの導入拡大を通じたインフラ改

良 

 

 

【目標 11 住み続けられるまちづくりを】 

持続可能な開発による都市化を促進、緑地や公共スペースへの普遍

的アクセスの提供 

 

  

基本目標１ 安心で快適な生活環境の創造 
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本市の美しい自然は、人々に潤いや恵みをもたらすとともに、様々な動植物の生

息・生育の場となっています。この豊かな自然環境を保全し、次世代へ引き継いでい

くことが重要です。そのために、市民一人ひとりが自然環境に対する関心を高めてい

くとともに、保全活動を通して多様な動植物の生息・生育環境の保全とその活用に努

め、自然と人、動植物が共生するまちづくりを目指します。また、私たちの周辺には、

憩いや交流、癒しの場となる公園や緑地、心を豊かにする田園風景や、歴史的・文化

的遺産などが多く残されており、後世に受け継いでいくことが求められています。こ

れらの歴史や文化を適正に保存・管理し、風土と調和した魅力あるまちづくりを目指

します。 

 

施策体系 

 生物多様性の保全 

 公園などの適正な維持管理・緑化 

 歴史・文化と自然豊かな環境の継承 

 環境に配慮した河川整備 

 自然環境共生型農業 

 

関連するＳＤＧｓ 

 

【目標 11 住み続けられるまちづくりを】 

持続可能な開発による都市化を促進、緑地や公共スペースへの普遍

的アクセスの提供 

 

【目標 14 海の豊かさを守ろう】 

海洋ごみや富栄養化など陸上活動による海洋汚染の防止 

 

 

【目標 15 陸の豊かさも守ろう】 

陸域生態系と内陸淡水生態系の保全と回復、森林減少の阻止、劣化

した森林の回復、外来種の侵入の防止及びこれらの種による陸域・

海洋生態系への影響の減少 

 

  

基本目標２ 豊かな自然環境と生物多様性の保全 
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持続可能な社会を実現するために、使い捨てを基本とする大量生産、大量消費、大

量廃棄のライフスタイルと経済活動から脱却し、環境にやさしい循環型社会への転換

が求められています。 

本市では、３Ｒ（リデュース：発生抑制、リユース：再使用、リサイクル：再生利

用）を基調に、さらにプラス２Ｒ（リフューズ：断る、リペア：直す）を追加した５

Ｒを推進し、天然資源の消費を抑制し、環境負荷の低減を図ります。また、食品ロス

やプラスチックごみ対策を進め、ごみの減量化を図り資源を大切に利用する循環型社

会づくりを目指します。 

 

施策体系 

 景観・環境美化 

 廃棄物の適正処理 

 ５Ｒの推進 

 環境にやさしい人材の育成 

 

関連するＳＤＧｓ 

 

【目標４ 質の高い教育をみんなに】 

持続可能な関係を促進するために必要な知識及び技能の普及 

 

【目標 11 住み続けられるまちづくりを】 

持続可能な開発による都市化を促進、緑地や公共スペースへの普遍

的アクセスの提供 

 

【目標 12 つくる責任 つかう責任】 

廃棄物の発生を大幅に削減、食品ロスを減少、自然と調和したライ

フスタイルを意識 

 

 

【目標 17 パートナーシップで目標を達成しよう】 

事業者、行政、関係団体とのパートナーシップを奨励・推進 

 

 

 

  

基本目標３ 環境にやさしい循環型社会の構築 
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地球温暖化やオゾン層破壊のような地球規模の環境問題については、国際的にも積

極的な取組が推進されており、世界の人々の参加による取組が求められる重要な課題

となっています。 

本市では、再生可能エネルギーの有効活用や省エネルギー化を進め、地球環境に貢

献する脱炭素社会づくりを目指します。また、地球温暖化への適応に関する取組の推

進、適応情報等の共有など、安心して暮らせる環境を創出します。 

 

施策体系 

 再生可能エネルギー導入の推進 

 省エネルギーの推進 

 地球温暖化への適応 

 

関連するＳＤＧｓ 

【目標７ エネルギーをみんなに そしてクリーンに】 

再生可能エネルギーの推進、エネルギー効率の向上 

 

【目標 11 住み続けられるまちづくりを】 

持続可能な開発による都市化を促進、緑地や公共スペースへの普遍

的アクセスの提供 

 

【目標 13 気候変動に具体的な対策を】 

気候関連災害や自然災害に対する強靭性及び適応能力の強化、気候

変動の緩和、適応、影響軽減 

 

 

  

基本目標４ 気候変動に適応した脱炭素社会の推進 
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第３節  施策の展開  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３．２ 廃棄物の適正処理 

２．５ 自然環境共生型農業 
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第４章 目標実現のための施策 

 

本章では、第３章に掲げる基本目標・基本施策を実現するため、第２章で整理した

各分野における現状と課題などから、市が取り組む具体的な施策と市民・事業者の役

割を示しています。 

 

市・市民・事業者の基本的な役割 

望ましい環境像に向けた基本目標を達成するためには、市はもとより、市民・事業

者の自主的・積極的な取組が不可欠であり、市・市民・事業者がそれぞれの立場で相

互に連携を図りながら、以下に示すような役割を果たすことが必要です。 

 

市 

市は、本環境基本計画に掲げる施策を総合的・計画的に実施し、率先して環

境への負荷の少ない事業の実践に努めるとともに、広域的、地球的規模での取

組を必要とするものについては、国、県及び近隣の自治体と協力することが必

要です。また、環境に関する情報の調査収集や提供、啓発を行うとともに、市

民・事業者が行う環境保全活動を支援することが求められます。 

 

市

民 

市民は、日常生活において資源やエネルギーの消費、廃棄物の排出などを抑

制し、環境への負荷の低減に努めるとともに、市が実施する環境施策への協力

をはじめ、地域における環境保全活動への積極的な参加が求められます。 

 

事

業

者 

事業者は、従業員も含めた事業所全体で事業活動が環境に与える影響を認識

し、環境負荷の低減や良好な環境の保全と創造などの取組に努めるとともに、

市が実施する環境施策への協力をはじめ、地域を構成する一員として、地域に

おける環境保全活動への積極的な参加が求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

連 携・協 働 

事業者 

市民 

市 
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市の役割 

基本目標１ 安心で快適な生活環境の創造  

 

１．１  環境に配慮した都市形成  

市民の交流・レクリエーション・生活の場として、くらしを支える住環境を形成す

る施設や土地・建築物などの適切な維持・管理を行います。公共施設の新設・改修に

当たっては、子どもから高齢者まで利用しやすいようユニバーサルデザインに配慮し

た整備を行います。また、都市計画道路など都市基盤の整備及び未利用土地の適切な

維持・管理を推進し、日常生活に必要な都市機能が集約したまちづくりの構築を目指

します。 

 

 

 下妻市公共施設等マネジメント計画に基づき、計画的な公共施設の更新・統廃

合・長寿命化を進め、効率的な公共施設の管理を実施するとともに、新たな活用

法を探り、地域の活性化につなげます。 

 公共施設の更新、改修等に当たっては、子どもから高齢者まで利用しやすいよう

ユニバーサルデザインに配慮した整備を行います。 

 市民との協働による公園や花壇等の適切な維持・管理を推進します。 

 地域の自然や風土特性を活かし、環境にやさしい都市機能が集約したまちづくり

を推進します。 

 市内の空き家の適正な管理を所有者や管理者に指導助言するとともに、空き家の

情報を提供することで、空き家の有効活用による移住、定住の推進に努めます。 

 下妻地区市街地においては砂沼広域公園などの自然を生かした施設景観の維持を

図るとともに、豊かな水辺環境を生かした事業を推進します。 

 次世代自動車の普及促進や「エコ通勤」・「エコドライブ」などの啓発活動と公

共交通の利用促進など、市民のライフスタイルを見直す取組を進めます。 

 コミュニティバスの導入やコミュニティサイクル（レンタサイクル）の整備、拡

充を契機として、「過度に自動車に頼る状態」から自発的に公共交通や自転車、

徒歩などへ転換してもらえるように、多様な手法でモビリティ・マネジメントを

実施し、公共交通の利用を促進します。 

 市民などが手軽に公共交通の路線や運行状況が把握できるようにチラシやパンフ

レットの配布をはじめ、インターネットを活用したリアルタイムなバス運行情報

など多様な媒体による情報提供を行います。 
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 市民及び事業者の役割  

市

民 

 市民の憩い・交流・レクリエーション・癒しの場である公園や河川・池沼

の環境保全の活動に参加します。 

 住宅での緑のカーテンの設置や花植えなど、緑化活動に取り組みます。 

 住環境を形成する地域の土地・建築物などを適正に維持・管理します。 

 環境負荷の低減、エネルギー消費の削減のため、徒歩、自転車、公共交通

を利用します。 

  

事

業

者 

 緑地の整備と景観保全に結び付く活動や取組に参加・協力します。 

 時差出勤を促し、渋滞の解消に努めます。 

 通勤時における公共交通機関の利用・促進を図ります。 
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１．２  公害対策  

安易なごみの焼却などにより、周辺環境に悪影響を及ぼすことがないように、野外

焼却などの違法行為を監視していきます。 

公害関係の特定施設を設置している工場、事業所に適宜立入検査を行い、法・条例

に基づく規制基準の遵守状況を確認し、必要に応じ改善措置を講じるよう指導を行い

ます。特に工場などにおいては、その管理に係る公害の発生源、発生原因及び発生状

況を常に監視・観測し、整備点検や保守管理の徹底により公害の発生を未然に防止す

るよう努めます。 

 

 市の役割  

 市民や事業者に対し、周辺環境への迷惑行為を含む公害を発生させない生活様式

や事業活動を推進させる一方、水質汚濁発生の際は、関係機関および専門機関と

連携しその対応にあたります。 

 県と連携し、光化学スモッグ注意報・警報や PM2.5 注意喚起などの大気汚染情報

の提供に努めます。 

 河川などの水質検査を公表し、自然環境を守る市民意識を高めるとともに、水質

汚濁防止の啓発を図ります。 

 市民や事業所に対し、広報やチラシなどの各種の方法により公害防止意識の普及

啓発を図ります。 

 

市民及び事業者の役割  

市

民 

 住み良い生活環境を守るため、迷惑となるような音の発生や野焼きなどで

公害を出さないよう注意し、近隣や地域社会に配慮した生活を心がけま

す。 

 公害防止のパトロール活動などに協力し、地域の環境は自分たちの手で守

ります。 

 大気汚染の原因となる排気ガス削減のため、無駄なアイドリングや加速を

せず、エコドライブに努めます。 

 

事

業

者 

 光化学スモッグなどの大気監視測定値に注視し、注意報発令時などには、

ばい煙排出量を減らすよう協力します。 

 関係法令を遵守し、公害防止策を講じます。また、事業活動よる排水、ば

い煙、悪臭及び騒音・振動など基準を超過した場合は、速やかに改善を実

施します。 
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１．３  安全で安心な上水道  

市民一人ひとりが水の循環に関心を持ち水源の保全に努め、節水意識の向上を図り、

水道水の再利用や雨水などの未利用水の活用などの推進を目指します。また、水道施

設の適切な維持管理により取水量の確保を図るとともに、安全で良質な水を供給でき

る水道整備の推進も併せて行います。 

 

市の役割  

 浄水場および配水場の適切な管理・運用を行うとともに、安心でき、安定した給

水体制を維持します。 

 水資源の枯渇を防止するため、雨水タンクや雨水浸透ます設置などの普及に努め、

水の循環利用を推進します。 

 

市民及び事業者の役割  

市

民 

 市営水道に加入します。 

 雨水の有効利用など節水を心がけます。 

 

事

業

者 

 節水意識を高めるとともに、雨水の有効利用、雨水浸透ますの設置に努め

ます。 

 

 

１．４  生活排水処理の推進  

河川や農業用水などの公共用水域への家庭雑排水の流入による水質汚濁防止のため

に、公共下水道への接続又は合併処理浄化槽の設置を促進し、衛生的な生活環境の実

現と、公共用水域の水質保全に努めます。 

 

市の役割  

 下水道未加入者への戸別訪問を定期的に実施し、下水道加入率の向上を図るとと

もに、排水設備の適正な設計審査および完了検査を実施し、指定工事店への法令

遵守の徹底を求めていきます。 

 下水道整備事業に対する継続的な財源確保や効率性追求に努め、整備計画区域内

の早期整備実現を図ります。 

 公共下水道に接続できない区域については、公共水域の保全を図るために、合併

処理浄化槽の設置促進及び適切な維持管理が図れるよう啓発に努めます。 

 河川等公共用水域の水質検査を実施し、広報紙やホームページなどにより水質状

況の経過を公表します。 
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 市民及び事業者の役割  

市

民 

 公共下水道に接続できない区域については、合併処理浄化槽の設置を図

り、水質浄化に努めます。 

 下水道に対する理解を深め、下水道が整備された区域では、迅速に下水道

への接続を図り、整備効果の向上に努めます。 

 下水道を使用する際は、法令などの基準に適合した水質の排水を流すよう

に取り組みます。 

 

事

業

者 

 節水意識を高めるとともに、雨水浸透ますの設置に努めます。 

 関係法令を遵守し、公害防止策を講じるとともに、事業活動による汚水が

発生する場合は、速やかに改善を実施します。 
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基本目標２ 豊かな自然環境と生物多様性の保全  

 

２．１  生物多様性の保全  

野生動植物の生息・生育状況を調査し把握するとともに、希少な動植物の採取・捕

獲の防止、特定外来生物の生息・生育域の拡大防止など、地域由来の生態系の保全と

確保に努めます。 

 

市の役割  

 野生動植物の生息・生育環境の保護を推進し、開発や造成による環境の悪化が低

減されるよう、開発事業者への助言・指導を行います。 

 保護すべき野生動植物の生息・生育状況を把握し、絶滅が危惧される動植物や生

息地域などについて調査を行い、結果を公表します。 

 特定外来生物の生息域の拡大防止、地域由来の生態系の保全と確保に努めます。 

 良好な生態系の維持・形成を実現するため、貴重な自然を慈しみ、身近な自然環

境を維持･保全するとともに、自然動植物の保護・管理、生物多様性への対応等に

取り組みます。 

 茨城県森林湖沼環境税における助成制度などを活用することで水辺や山林を良好

な状態に整備し、公益的・生態的機能を向上させる取組を支援します。 

 

市民及び事業者の役割  

市

民 

 外来生物について、生活環境における被害、生態系への影響に関する理解

を深めるとともに、飼育・栽培中の外来生物は野外に捨てたり逃がしたり

しません。また、特定外来生物は飼育・栽培しません。 

 身近に住む生きものに関心を持ち、生息・生育地などの現状を知り、希少

な動植物の採取・捕獲の防止、保護活動に協力します。 

 

事

業

者 

 開発や造成による環境への影響を事前に調査し、野生動植物の生息・生育

環境の悪化を回避するよう努めます。 

 自然環境への配慮を深め、地域で行われる動植物や生態系の保全活動に参

加・協力します。 
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２．２  公園などの適正な維持管理・緑化  

魅力的な水辺空間や緑豊かで「花のまちしもつま」に相応しい公園として、市民の

やすらぎの場となるよう、自然と調和した公園緑地の整備と管理を行います。また、

地域の各花壇の維持管理活動や公園の管理運営活動を推進します。 

 

市の役割  

 市民の憩いの場である公園について、安心・安全に利用していただけるよう、公

園利用者の利便性向上のための適正な維持管理を行います。 

 「花のまちしもつま」を推進するために、国県道沿いなどの各花壇の維持管理を、

市民ボランティア団体や地元自治会などの協力を仰ぎながら引き続き実施します。 

 公共工事の実施の際は、生態系に配慮した工法・構造を設計に取入れ、周辺環境

や景観に影響を及ぼさないよう適切に施工します。 

 観光客向けの農業体験事業の充実化や自然環境をはじめとする地域の魅力の発信

によりエコツーリズムの推進に努めます。 

 

市民及び事業者の役割  

市

民 

 公園を休養・休息や様々な余暇活動、運動、地域のコミュニティ活動など

に利用することで、心身の健康の維持増進や子どもの健全な育成などを図

ります。また、「花のまちしもつま」を推進するために、地域の各花壇の

維持管理活動や公園の管理運営活動に参加・協力します。 

 地域の緑地や公園の適正利用、環境保全活動に努めます。 

 市内にある観光資源を学び、来訪者に対して出会いともてなしの心で接し

ます。 

 農産物や地域交流拠点施設をはじめとする本市の地域資源の魅力を発信

し、かつ、活用しながら都市部住民との交流を深めます。 

 

事

業

者 

 地域の公園や緑地の管理・保全活動に積極的に参加します。 

 緑のまちづくりに参加し、地域の生態系に配慮した緑地を適切に維持管理

します。 

 地域資源の活用などを推進し、地域の豊かな環境の発見に役立てます。 
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２．３  歴史・文化と自然豊かな環境の継承  

私たちの周辺には、憩いや交流、癒しの場となる公園や緑地、心を豊かにする田園

風景や、歴史的・文化的遺産などが多く残されています。これらの歴史的文化財の貴

重な資料を収集・保存・活用するとともに、地域の自然や風土特性を活かし、自然環

境とのバランスを考慮した土地の利用を図ります。 

 

市の役割  

 大規模な開発行為については、環境アセスメントや大規模開発行為の事前協議な

ど、既存制度の適正な運用を図るとともに、開発事業者に対して自然環境への配

慮を促します。 

 景観保全に結びつく活動や取組の促進に努め、広報誌などによる市民の活動の紹

介や情報提供を推進します。 

 市内に所在する文化財を調査し、保護します。また、開発により失われる可能性

のある埋蔵文化財は保護を行い、必要に応じて記録保存を図ります。 

 文化財の調査、歴史文化に関する情報発信、歴史的遺産を活用したまちづくりの

取組などを推進します。 

 市民の文化財に対する関心と保護意識の高揚を図るとともに、埋蔵文化財への理

解と保護意識の高揚を図ります。 

 

市民及び事業者の役割  

市

民 

 歴史的遺産の保存や自然環境の保全などの協力・支援に努めます。 

 地域に残る有形・無形の文化財を大切にするとともに、地域行事や伝統行

事に参加・協力します。 

 景観保全に結びつく活動や取組に参加・協力します。 

 

事

業

者 

 地域の歴史・文化を尊重しながら、まちづくりに参加・協力します。 

 開発事業を進める際は、関係法令などを遵守し、自然環境の保護に努めま

す。 
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２．４  環境に配慮した河川整備  

鬼怒川や小貝川などを親しみやすく自然豊かな地域として、河川環境の保全を関係

機関と連携し実施します。さらに、河川美化運動を市民・事業者とともに推進します。 

 

市の役割  

 公共下水道や合併処理浄化槽など汚水処理施設の整備を進め、公共用水域の水質

保全に努めます。 

 河川の水質調査や工場・事業所の排水調査により、河川環境の監視を継続して行

っていきます。 

 河川環境の保全を図るため、関係機関と連携して市民ボランティア活動を支援す

るとともに、ごみの不法投棄の防止など河川美化運動を市民・関係機関と連携し

推進します。 

 国・県・近隣市と連携してサイクリングロードを整備するとともに、小貝川ふれ

あい公園、鬼怒川河川敷・鬼怒フラワーラインのイベントや余暇活動の推進など、

河川の有効的な活用を図ります。 

 河川改修などにあたり生態系への配慮など、河川環境への負荷低減及び維持に努

めます。 

 安心して遊べる水辺環境の保全・創造、水辺環境の保全を中心としたイベントの

開催などを支援します。 

 

市民及び事業者の役割  

市

民 

 河川などの清掃に参加し、水辺の美化活動に協力します。 

 河川の汚れなどに関心を持ち、不法投棄や汚染されている状況を確認した

場合は、市などへ情報提供します。 

  

事

業

者 

 工場・事業所の排水については、法令を遵守し、水環境の保全に努めま

す。 

 水辺環境の保全・創造に協力し、河川美化活動に積極的に参加します。 
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２．５  自然環境共生型農業  

生物多様性に配慮した圃場整備、低農薬化などの営農に努め、さらに地下水の涵養、

洪水の防止、景観の形成などの多面的機能も配慮し、農地保全と自然環境との共存を

目指します。また、他の産業や市民などと連携した環境にやさしい営農が、市全体の

環境保全につながるよう施策を進めます。 

 

市の役割  

 雑草などが生育する遊休農地の活用方法を検討し、荒地の適正な管理を促します。 

 遊休農地の実態把握及び農業者の育成、市民農園の創出などを支援します。 

 環境に配慮した持続可能な農法への転換のため、有機農法・低農薬農法等を積極

的に取り入れ、環境にやさしい農産物づくりを支援します。 

 農地や山林での開発事業などに当たっては、生態系への配慮や自然景観と調和し

た整備について指導します。 

 

市民及び事業者の役割  

市

民 

 自然環境に配慮した地元で取れた農作物を利用します。 

 体験農園や貸し農園などを利用し、農業に触れ親しみます。 

 

事

業

者 

 国の制度などを活用した環境保全型農業を推進し、安心・安全な農産物づ

くりに努めます。 

 飲食店・宿泊業・小売事業者などは、地産地消、農業と観光の連携を推進

します。 

 開発事業を進める際は、関係法令などを遵守し、自然環境の保護に努めま

す。 
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基本目標３ 環境にやさしい循環型社会の構築  

 

３．１  景観・環境美化  

市民一人ひとりが自然環境に対する関心を高めていくとともに、自然環境を活かし

た本市のイメージアップを図り、地域の活性化と自然景観に配慮したまちづくりを推

進します。また、沿道や公園、河川等へのポイ捨てを防止するため、市民の環境意識

の高揚を図り、地域ぐるみで環境美化活動を推進します。 

 

市の役割  

 良好な景観形成に向けたルールづくりに努めるとともに、市民・事業者が身近な

景観を認識しながらそれぞれの役割を理解し、景観に配慮した開発や住環境づく

りに取り組むための体制づくりに努めます。 

 市民や事業者と協働で実施する市民清掃デーの参加を促進します。 

 日常的な環境美化活動の推進を図ります。 

 花のある環境をつくることで、ポイ捨て防止の意識啓発を図ります。 

 

市民及び事業者の役割  

市

民 

 魅力あるまちなみを創出するために、景観にかかる身近なルールについて

の理解を深め、実践します。 

 公園や道路などの公共の場の美化や景観形成に協力します。 

 景観保全に結びつく活動や取組に参加・協力します。 

 

事

業

者 

 市民や市が取り組むまちづくりに協力し、情報共有に努め、地域や景観と

の調和に配慮します。 

 事業所内の緑化や周辺の清掃により、良好な景観を形成します。 

 施設整備や屋外広告の設置に際しては、地域の景観に配慮します。 

 景観保全に結びつく活動や取組に参加・協力します。 
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３．２  廃棄物の適正処理  

循環型社会を実現するため、環境負荷の少ないごみ処理体系の形成を目指すととも

に、効果的・効率的なごみ処理体制の構築を進めます。また、沿道や森林、河川等へ

の不法投棄を防止するため、県及び市のボランティア監視員による監視活動や市民の

環境意識の高揚を図ります。 

 

市の役割  

 広報紙などを通じて、ごみの適正な処理方法、生ごみ処理機器購入補助金制度、

不法投棄の現状や防止活動の取組を周知し、それらの啓発の徹底を図ります。 

 市民協働により、ボランティア監視員の協力を得て廃棄物の不法投棄（野外焼却

含む）の発見・通報など監視体制の強化を図り、下妻警察署・茨城県などの関係

機関と連携し取り締まりを行います。 

 

市民及び事業者の役割  

市

民 

 排出する可燃ごみ・不燃ごみ・資源ごみについては、分別の徹底を実行

し、ごみ減量の推進と回収に支障をきたさないように努めます。また、集

積所への搬入においては、収集日当日のルールを徹底し、集積所の美化に

努めます。 

 

事

業

者 

 廃棄物の不法処理などを行わないようにして、環境を大切にします。 

 不法投棄を発見した場合は、市などへ通報するとともに、今後、不法投棄

されないよう防止対策に協力します。 
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３．３  ５Ｒの推進  

食材を捨てる量が減るとごみの減量となり、ごみ処理コストの削減にもつながるこ

とから、「もったいない」という心掛けを常日頃より意識することを呼び掛け、食品

ロスの削減を図ります。 

さらに、マイバック運動の推進により、過剰包装やレジ袋の使用を減らすとともに、

分別収集や再資源化によるごみ減量化の徹底を図るなど５Ｒ(リデュース、リユース、

リサイクル、リフューズ、リペア)を推進します。また、事業系一般廃棄物の排出量を

抑制するため、事業所へ再資源化に関する協力を呼び掛けます。 

 

市の役割  

 分別収集の徹底及びごみ集積所の適正な配置に努め、管理主体である自治会など

による環境衛生の向上について、必要に応じて指導を行います。 

 プラスチックごみの資源化の検討を行います。 

 剪定枝のチップ化・堆肥化などバイオマス利活用の推進を図ります。 

 グリーン購入法対象商品の利用促進を図ります。 

 食品ロスの普及啓発を行います。 

 

市民及び事業者の役割  

市

民 

 食品ロス削減について、食事の準備の際に出る野菜・果実類の過剰な除去

や廃棄してしまう食材を見直します。食べ残しを少なくするため、作り過

ぎに注意します。野菜くずは、捨てる際に十分な水切りを実施します。外

食の際は、食べ残しが出ないよう食べきれる分だけ注文するよう心掛けま

す。賞味期限や消費期限をこまめに確認します。 

 物を長く大切に使うことや生ごみの堆肥化など、ごみの排出抑制（リデュ

ース）に積極的に取り組みます。 

 使える物はすぐに処分せず最後まで使うことで、「もったいない」の意識

を持ち、フリーマーケットなどを利用した再利用（リユース）に取り組み

ます。 

 適正な分別収集に努め、さらなるごみの減量・資源化（リサイクル）に取

り組みます。 

 エコバッグやマイ箸などを持参し、お店やレストランなどでレジ袋や割り

箸など、必要のないものを断ります（リフューズ）。 

 衣類や家具など、家庭にある身近なものを修理・修繕（リペア）しながら

大切に使います。 

 

事

業

者 

 ごみの減量・資源化に取り組むとともに、小売店などにおいては簡易包装

の推進に努めます。 

 食堂からの食品廃棄物の減量化に努めます。 
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３．４  環境にやさしい人材の育成  

体験を通じて、感動したり驚いたりしながら思考を深め、実際の生活や社会、自然

のあり方を学習します。環境教育・環境学習の取組については、広報紙やホームペー

ジ、様々なイベントの機会を通じて市民への情報提供に努めます。 

 

市の役割  

 幼稚園・保育所・小中学校では、発育段階に応じた身近で体験的な環境教育・環

境学習を推進します。また、親子で参加できる環境教育・環境学習講座や自然観

察会の実施を推進します。 

 自然環境やごみ問題、地球温暖化防止など市民や事業者のニーズにあった環境学

習の機会を提供します。 

 自然環境に触れ、保全意識を高めるイベントの推進を図ります。 

 

市民及び事業者の役割  

市

民 

 市や市民活動団体が開催するイベントに積極的に参加・協力します。 

 地域行事や有識者を活用した学習会を開催し、地域独自の取組を提案して

いきます。 

 自然環境に触れ、保全意識を高めるイベントへ参加します。 

 

事

業

者 

 環境学習活動（講習会、施設見学、情報提供など）の支援と、地域の環境

を知るための体験学習の場づくりを推進します。 

 従業員への環境学習の機会を積極的に設け、環境保全活動を推進します。 

 自然環境に触れ、里山・田園の整備などに協力しながら、保全意識を高め

るイベントに協力・支援します。 
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基本目標４ 気候変動に適応した脱炭素社会の推進  

 

４．１  再生可能エネルギー導入の推進  

再生可能エネルギーの普及促進を目的とし、住宅への太陽光発電システムや定置用

リチウムイオン蓄電システム（蓄電池）の設置支援、バイオマスエネルギーなどの利

用の検討を進めるとともに、今後のエネルギー対策の動向を見極めるうえで必要とな

る地域独自のエネルギー資源に関する調査や、再生可能エネルギーの普及を促す調

査・研究を推進します。 

 

市の役割  

 家庭・工場及び事業所における太陽光発電システムの普及・促進を図ります。 

 住宅におけるエネルギーの効率化や有効活用を図るため、定置用リチウムイオン

蓄電システム（蓄電池）の設備導入に対し、補助金を交付します。 

 公共施設における太陽光発電などの再生可能エネルギーの率先した導入を進めま

す。 

 地域で実用可能な再生可能エネルギーや国などの支援制度を調査・研究し、市民

等に情報を提供します。 

 

市民及び事業者の役割  

市

民 

 補助金制度を活用し、家庭用太陽光発電システムや定置用リチウムイオン

蓄電システム（蓄電池）の設置に努めます。 

 

事

業

者 

 太陽光発電施設を設置する際には、自然環境や市民生活に支障を来すこと

がないよう配慮します。 

 再生可能エネルギー設置などの支援策の情報を収集し、導入に努めます。 
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４．２  省エネルギーの推進  

省エネ意識の普及啓発、環境教育・学習の推進を図りながら、環境に配慮した活動

を実践する市民・事業者などを支援し、身近なところから実践活動を促します。また、

公共交通対策・次世代自動車の普及促進や「エコ通勤」・「エコドライブ」の啓発活

動に取り組むとともに、不要不急の自動車利用の自粛や公共交通の利用促進など、市

民のライフスタイルを見直す取組を進めます。 

 

市の役割  

 モビリティ・マネジメントによる公共交通機関や自転車の利用拡大を進めるとと

もに、燃料消費を抑えたエコドライブを推進します。また、公用車の次世代自動

車の導入を進め、市民や事業者への普及を推進します。 

 省エネ製品などの普及啓発をとおして、市民が地球温暖化対策を始めとする環境

保全活動に積極的に参加、実践するよう推進します。 

 身近な地球温暖化対策の取組や温室効果ガスの排出量の実態について、広報紙な

どを活用し、分かりやすく紹介します。 

 

市民及び事業者の役割  

市

民 

 身近な自然に親しむとともに、環境に配慮したライフスタイルを実践しま

す。 

 次世代自動車の購入や、エコドライブを実践するとともに、自転車や公共

交通機関の積極的な利用に努めます。 

 生活様式の見直しや空調・照明における省エネルギー機器の積極的な転換

などにより、地球温暖化防止につながる取組を積極的に行います。 

 地球温暖化防止策に取り組むほか、エネルギー利用の効率化を図ります。 

 

事

業

者 

 省エネルギーに関する診断の実施を検討するなど、省エネルギー・省資源

の取組を推進します。 

 再生可能エネルギー導入などの支援策の情報を収集し、設備の導入に努め

ます。 

 事業者は、地球的規模で環境に配慮した事業活動を行い、温室効果ガスの

排出抑制など地域や地球にやさしいまちづくりに積極的に取り組みます。 
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４．３  地球温暖化への適応  

国は、平成 30（2018）年に「気候変動適応計画」を策定しました。地球温暖化防止

に向けた対策は、温室効果ガス濃度の上昇を低減させるための「緩和策」だけでなく、

地球温暖化の影響による熱中症や豪雨・土砂災害など、避けることが困難な自然現象

について、影響を軽減するための「適応策」を進めることが必要とされています。 

本市では気候変動への適応に向けた取組の推進や適応情報等の共有など、安心して

暮らせる環境を創出します。 

 

市の役割  

 予測困難な集中豪雨による被害の軽減に向けて、下妻市防災マップを周知し、市

民の防災意識の向上に取り組みます。 

 避難情報等の伝達体制の推進や自主防災組織の活動推進など、風水害による被害

を最小限に留めるための体制を強化します。 

 気候変動による市域への影響や対策について情報提供を行うなど、気候変動適応

の考え方の周知を図ります。 

 高温化に対応した農作物の栽培方法や品種の情報提供を行います。 

 熱中症の発生を抑制するため、注意喚起や熱中症情報の提供を迅速に行います。 

 感染症媒介生物の発生源対策について啓発します。 

 

市民及び事業者の役割  

市

民 

 日頃から節水や雨水利用等に努めます。 

 気候変動への適応に対して関心を持ち、理解を深めるよう努めます。 

 自宅や勤務先等の災害リスクを把握し、災害発生時の円滑かつ迅速な避難

に努めます。 

 熱中症等の異常気象による健康被害の防止に努めます。 

 

事

業

者 

 気候変動への適応策について知り、出来る取組を実践します。 

 事業所所在地の災害リスクを把握し、円滑かつ迅速な避難に努めます。 

 農業従事者は、異常気象の発生が予測される場合には、農作物への被害防

止対策を講じます。 
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第５章 地球温暖化対策実行計画 

 

本章は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」（地球温暖化対策推進法）第 21 条

に基づき、「下妻市地球温暖化対策実行計画」（以下「実行計画」という。）として

策定するものです。 

 

第１節  実行計画策定の主旨  

本実行計画では、下妻市の地域特性を踏まえ、国や県の進める地球温暖化対策と整

合を図り、市・市民・事業者それぞれが行う取組を定めるものです。市内の温室効果

ガスの排出量を削減することにより、地球温暖化防止に貢献することを目的とします。 

 

第２節  実行計画の基本的事項  
 

２．１  本実行計画の位置づけ  

本実行計画は、地球温暖化対策推進法第 21 条に基づき、市の事務及び事業における

温室効果ガスの排出量の削減等に関する「事務事業編」と、市域における温室効果ガ

スの排出の抑制等に関する「区域施策編」を策定するものです。 

 

２．２  実行計画の期間  

本実行計画の期間は、環境基本計画と同じ令和５年度から令和 14 年度までの 10 年

間とします。 

ただし、環境基本計画の見直しにあわせて、５年間で計画及び目標値の見直しを行

うこととします。 

 

２．３  対象とする温室効果ガス  

本実行計画において対象とする温室効果ガスは、地球温暖化対策の推進に関する法

律第２条第３項で定める７種類を対象とします。 
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地球温暖化対策推進法で対象となる温室効果ガス（７種類） 

温室効果ガスの種類 人為的な発生源（排出活動） 

二酸化炭素 

（CO２） 

産業・民生・運輸部門などにおける燃料の燃焼に伴うもの

が全体の９割以上を占め、温暖化への影響力が大きい。 

【主な排出活動】エネルギー起源：燃料の使用、他人から

供給された電気の使用、他人から供給された熱の使用 

非エネルギー起源：工業プロセス、廃棄物の焼却処分、廃

棄物の原燃料使用等 

メタン 

（CH４） 

稲作・家畜の腸内発酵などの農業部門から出るものが半分

を占め、廃棄物の埋立てからも２～３割を占める。 
【主な排出活動】工業プロセス、炉における燃料の燃焼、

自動車の走行、耕作、家畜の飼育及び排せつ物管理、農業廃棄

物の焼却処分、廃棄物の焼却処分、廃棄物の原燃料使用等、廃

棄物の埋立処分、排水処理 

一酸化二窒素 

（N２O） 

燃料の燃焼に伴うものが半分以上を占めるが、工業プロセ

スや農業からの排出もある。 

【主な排出活動】工業プロセス、炉における燃料の燃焼、

自動車の走行、耕地における肥料の施用、家畜の排せつ物管

理、農業廃棄物の焼却処分、廃棄物の焼却処分、廃棄物の原

燃料使用等、排水処理 

ハイドロフルオロ 

カーボン 

（HFCs） 

エアゾール製品の噴射剤、カーエアコンや冷蔵庫の冷媒、

断熱発泡剤などに使用されている。 

【主な排出活動】クロロジフルオロメタン又は HFCs の製

造、冷凍空気調和機器、プラスチック、噴霧器及び半導体素

子等製造、溶剤等としての HFCs の使用 

パーフルオロ 

カーボン 

（PFCs） 

半導体等製造用や電子部品などの不活性液体などとして使

用されている。 

【主な排出活動】アルミニウムの製造、PFCs の製造、半導

体素子等の製造、溶剤等としての PFCs の使用 

六フッ化硫黄 

（SF６） 

変電設備に封入される電気絶縁ガスや半導体等製造用など

として使用。 

【主な排出活動】マグネシウム合金の鋳造、SF₆の製造、

電気機械器具や半導体素子等の製造、変圧器、開閉器及び遮

断器その他電気機械器具の使用・点検・排出 

三フッ化窒素 

（NF3） 

半導体製造でのドライエッチングや CVD 装置のクリーニン

グにおいて用いられている。 

【主な排出活動】NF3の製造、半導体素子等の製造 
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第３節  事務事業編  
 

３．１  計画の対象範囲  

３．１．１ 対象とする事務・事業及び組織・施設の範囲  

本実行計画「事務事業編」では、本市すべての事務・事業を対象とします（外郭団

体、委託の事務・事業は除く）。 

ただし、上下水道事業における電気使用量など、業務の性格上、温室効果ガスの削

減目標を設定しにくい項目については、目標値の対象外とし、実行計画「区域施策編」

に沿って削減に努めることとします。 

 

３．１．２ 対象とする温室効果ガス  

本実行計画「事務事業編」で対象とする温室効果ガスは、次の３種とします。 

・二酸化炭素（CO２） 

・メタン（CH４） 

・一酸化二窒素（N２O） 

※地球温暖化対策推進法第２条第３項で規定する対象ガスのうち、ハイドロフルオ

ロカーボン（HFCs）、パーフルオロカーボン（PFCs）、六フッ化硫黄（SF6）、三

フッ化窒素（NF3）については、使用状況等の把握が困難なため、対象から除外し

ます。 

 

３．２  市の事務及び事業における温室効果ガスの現況  

３．２．１ 温室効果ガスの発生要因となる環境配慮項目の使用量  

本実行計画「事務事業編」の基準年度（令和３年度）における温室効果ガスの発生

要因となる環境配慮項目の使用量等は以下のとおりです。 

 

令和３年度の計画対象範囲における環境配慮項目の使用量 

環境配慮項目 単位 使用量 

電気使用量 kWh 3,810,476       

灯油使用量 L 49,127       

Ａ重油使用量 L 43,000       

ＬＰＧ使用量 m3 17,291       

ガソリン使用量 L 38,152       

軽油使用量 L 12,664       
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令和３年度の計画対象範囲における公用車の走行量 

公用車の種類 単位 走行量 

ガソリン車走行量 km 395,078       

軽油車走行量 km 91,165       

合計 km 486,243       

 

３．２．２ その他の環境配慮項目の使用量  

本実行計画「事務事業編」の基準年度（令和３年度）におけるその他の環境配慮項

目の使用量は以下のとおりです。 

 

令和３年度の計画対象範囲におけるその他の環境配慮項目の使用量 

環境配慮項目 単位 使用量 

水道使用量 m3 58,701       

用紙使用量（購入量） 枚 8,319,474       

 

３．２．３ 温室効果ガスの排出量  

本実行計画「事務事業編」の基準年度（令和３年度）における温室効果ガス排出量

は以下のとおりです。 

 

令和３年度の計画対象範囲における温室効果ガス排出量（対象ガス別） 

温室効果ガスの種類 排出量（kg-CO2） 割合 

二酸化炭素（CO2） 2,441,487     99.86％   

メタン（CH4） 110     0.00％   

一酸化二窒素（N₂O） 3,357     0.14％   

合 計 2,444,954     100.0％   

 

令和３年度の計画対象範囲における温室効果ガス排出量（環境配慮項目別） 

環境配慮項目 排出量（kg-CO2） 割合 

電気 1,973,826     80.73%   

灯油 122,325     5.00%   

A 重油 116,530     4.77%   

LPG 107,620     4.40%   

ガソリン 88,512     3.62%   

軽油 32,672     1.34%   

公用車の走行 3,467     0.14%   

合 計 2,444,954     100.0％   
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温室効果ガスの排出内訳 

 

３．２．４ 温室効果ガス排出量の推移  

旧実行計画「事務事業編」の計画期間における目標年度（令和３年度）の温室効果

ガスの総排出量は、目標（基準年度の５％削減）を達成し、基準年度（平成 29 年度）

と比較して 19.2％減となっています。 

 

旧計画期間の実績 

年度 
温室効果ガス排出量

（kg-CO2/年） 

基準年との比較 

（%） 
備考 

平成 29 年度 3,025,762  基準年度 

令和３年度 2,874,474 △5.0    目標年度 

平成 30 年度 2,927,958 △3.2     

令和元年度 2,479,546 △18.1     

令和２年度 2,549,756 △15.7     

令和３年度 2,444,954 △19.2     
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温室効果ガス排出量の推移 

 

 

３．３  温室効果ガス排出量の削減目標と削減に向けた取り組み  

３．３．１ 温室効果ガス総排出量の削減目標  

本市における事務・事業において発生する温室効果ガスの削減目標を次のとおり設

定します。 

 

国と同様に、2030年度目標である平成25（2013）年度比 46％削減を実現するため、

事務事業における温室効果ガス総排出量を今後の５年間で 20％削減することを目標と

します。 

 

基準値：2,444,954kg-CO2/年（令和３年度） 

目標値：1,955,961kg-CO2/年（令和９年度） 

（参考）2013 年度実績値 2,745,193kg-CO2/年 

 

 

温室効果ガス総排出量を削減するために、対象ガスについて点検・評価を行うこと

で取り組みの推進を図り、今後の５年間で 20％削減することを目標とします。 
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３．３．２ 環境配慮項目の削減目標  

温室効果ガス総排出量の削減目標「20％」を達成するため、個別の目標を次のとお

りとします。 

温室効果ガスと活動量の基準値及び目標値 

削減する項目 
削減 

目標 

使用量 
温室効果ガス排出量 

（kg-CO2/年） 

単位 基準値 目標値 基準値 目標値 

電気 

△20% 

kWh 3,810,476 3,158,111 1,973,826 1,635,901 

灯油 L 49,127 26,195 122,325 65,225 

A 重油 L 43,000 23,000 116,530 62,330 

LPG m3 17,291 14,331 107,620 89,195 

ガソリン L 38,152 31,620 88,512 73,358 

軽油 L 12,664 10,496 32,672 27,078 

公用車の走行 km 486,243 402,997 3,467 2,873 

合計 2,444,954 1,955,961 

低減に配慮する 

項目 

削減 

目標 

使用量 
間接的に地球温暖化対

策につながる項目とし

て、左記の低減を目指

します。 

単位 基準値 目標値 

水道使用量 
△20% 

m3 58,701 46,961 

紙使用量 枚 8,319,474 6,655,579 

 

温室効果ガスの排出係数一覧 

調査項目 
単

位 

対象ガスの排出係数 

CO2 CH4 N2O 

燃
料 

ガソリン 自動車等その他 L 2.32000 － － 

灯油 自動車等その他 L 2.49000 － － 

軽油 自動車等その他 L 2.58000 － － 

A 重油 自動車等その他 L 2.71000 － － 

LPG 自動車等その他 kg 3.00000 － － 

電気使用量(一般電気事業者：東京電力 R3) kWh 0.447 － － 

自
動
車
の
走
行
量 

ガ
ソ
リ
ン
・
Ｌ
Ｐ
Ｇ 

軽自動車 km － 0.00001 0.000022 

普通・小型乗用車(乗車定員 10 人以下） km － 0.00001 0.000029 

普通・小型乗用車(乗車定員 11 人以上） km － 0.000035 0.000041 

軽貨物車 km － 0.000011 0.000022 

普通貨物車 km － 0.000035 0.000039 

小型貨物車 km － 0.000015 0.000026 

特殊用途車 km － 0.000035 0.000035 

軽
油 

普通・小型乗用車(乗車定員 10 人以下） km － 0.000002 0.000007 

普通・小型乗用車(乗車定員 11 人以上） km － 0.000017 0.000025 

普通貨物車 km － 0.000015 0.000014 

小型貨物車 km － 0.0000076 0.000009 

特殊用途車 km － 0.000013 0.000025 

地球温暖化係数(CO2換算) － 1 21 310 
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エネルギーの消費に由来する二酸化炭素の排出量は、電気や燃料、自動車の走行量

に上記の二酸化炭素排出係数を乗じて算出します。 

なお、評価の基準を固定するため、計画期間中に政府が公表する二酸化炭素排出係

数が変わった場合であっても、変更しないで上記の二酸化炭素排出係数を用いて算出

します。 

 

３．４  市の事務事業における地球温暖化対策  

３．４．１ 温室効果ガス削減に向けた具体的な取り組み  

本市の事務・事業における温室効果ガス排出量の削減目標を達成するため、以下の

取組を推進します。 

 

照明の使用（電気使用量の削減）  

 「公共施設等適正管理推進事業債（脱炭素化事業）」を活用し、ＬＥＤ照明等

の導入を進めます。 

 昼休み及び残業時の不要な照明を消します。（昼休みは窓口を除き消灯します。

残業時は業務に支障のない範囲で消灯します。） 

 更衣室・給湯室・トイレは、こまめに消灯します。 

 蛍光灯の本数を見直し、必要に応じ間引きをします。 

 ブラインド等で照度を調節し、晴天時など十分な照度が得られるときには消灯

します。 

 省エネ型蛍光管・照明器具を使用します。 

電気機器の使用（電気使用量の削減） 

 「公共施設等適正管理推進事業債（脱炭素化事業）」を活用し、高効率給湯設

備等の導入を進めます。 

 昼休みや長時間離席時にはパソコンの電源を落とし、退庁時にはコンセントを

抜きます。 

 使用していない電気機器は、タイマー等設定に支障がない場合は主電源を切り

ます。（待機消費電力の削減） 

 コピー機は節電モードに切り替えます。 

 退庁時、各職場の最終退出者は照明・OA 機器等の電源を切ったことを確認しま

す。 

 電気ポットの長時間保温を避けます。 
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冷暖房・空調の管理、冷暖房負荷の軽減（電気使用量・灯油・A重油使用量の削減） 

 「公共施設等適正管理推進事業債（脱炭素化事業）」を活用し、高効率空調機

器等の導入を進めます。 

 冷暖房使用時は、事務室の温度を適正に保ちます。（冷房 28℃、暖房 20℃を目

安とします。） 

 冷房期の軽装、暖房期の重ね着など省エネファッションを推進します。 

 空調の吹出口、吸入口周辺の整理整頓に努めます。 

 ブラインド、カーテン等の使用により、冷暖房の負荷を軽減します。 

 省エネ診断を実施します。 

動力の使用、自家発電（電気使用量の削減） 

 「公共施設等適正管理推進事業債（脱炭素化事業）」を活用し、高効率昇降機

等の導入を進めます。 

 エレベーターの使用を自粛します。 

 再生可能エネルギーの導入を推進します。 

火器の使用（LPG 使用量の削減） 

 給湯機器・コンロ等の効率的な使用を図ります。 

公用車の使用（ガソリン・軽油使用量の削減） 

 アイドリングストップを徹底します。 

 急発進、急加速、空ぶかしを自粛し、エコドライブを推進します。 

 自転車の利用を推進します。 

 カーエアコンの使用を控えめにします。 

 タイヤの空気圧の点検等、車両の適正管理を徹底します。 

 低公害車や環境負荷の少ない公用車を導入します。 

 庁舎間の移動など、相乗りを奨励します。 

 公共交通機関を利用します。 

 

３．４．２ 温室効果ガス削減に間接的に関わる具体的な取り組み  

環境負荷低減のために、次のことを実行します。 

 

水の使用（水道使用量の削減） 

 日常的な節水に心がけます。 

 節水機器の導入を推進します。 

 洗面所等の止水栓をしぼり、節水を図ります。 

 公用車の洗車回数を見直します。 

 雨水を利用します。 

業務の効率化 

 事務効率を上げ、残業を削減し、定時退庁を徹底します。 

 毎週水曜日のノー残業デーを徹底します。 
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紙の使用（用紙使用量の削減、廃棄物の削減） 

 両面印刷・両面コピーを徹底し、用紙使用量を削減します。 

 使用済みの用紙（ミスコピー等）の裏面利用を徹底します。 

 パソコンの印刷プレビュー等を活用し、試し刷りや無駄な印刷をなくします。 

 会議等の資料の簡素化や作成部数の適正化を図ります。 

 会議等では OHP やパソコンプロジェクター等を活用し、配布資料の削減を図り

ます。 

 庁内 LAN・電子メールを活用し、ペーパーレス化を図ります。 

 ファイリングシステムに従い、文書の整理と廃棄を徹底し、手持ち資料を減ら

します。 

 印刷物は作成部数を見直し、必要最小限とします。 

物品の購入、契約（環境配慮） 

 グリーン購入を推進します。 

 物品等は計画的に購入し、適切な在庫管理をします。 

 備品の修繕利用に努め、使用期間の長期化を図ります。 

再使用・リサイクル（廃棄物の削減） 

 使用済み封筒・ファイル・付箋紙等の再使用を図ります。（再使用ボックス等

の設置） 

 古紙や缶・ビン・ペットボトルなど、分別、リサイクルを徹底します。 

 紙類はリサイクルボックスを利用し、できる限り資源化します。 

 コピー機やプリンタのトナーカートリッジはリサイクルできるものを利用しま

す。 

 マイボトルを持参します。 

 ３Ｒ(リデュース、リユース、リサイクル)に努めます。 

生ごみ等の再資源化（廃棄物の削減） 

 学校給食の残飯を減量化する献立メニューを考えます。 

 残渣等生ごみの堆肥化等を検討します。 

ごみの減量化（廃棄物の削減） 

 排出される廃棄物を抑制し、分別回収を徹底します。 

 使い捨て製品の購入及び使用を自粛します。 

 啓発用品や記念品等は、包装の簡素化に努めます。 

 ２Ｒ(リフューズ、リペア)に努めます。 

家庭での取組  

 ノーマイカー運動を推進します。 

 日頃のライフスタイルを見直し、省エネ・省資源を心がけます。 
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３．４．３ グリーン購入の取り組み  

物品等の購入にあたっては、「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律

（グリーン購入法）」に基づき、環境負荷の小さい物品の選択に努めます。選択に際

しては、エコマーク等の環境ラベリングを参考にします。 

 

グリーン購入法に基づく取組 

紙類 コピー用紙 ・古紙パルプ配合率が可能な限り高いものである

こと。 

OA 用紙 

（フォーム用紙） 
・古紙パルプ配合率 70％以上であること。 

・白色度 70％程度以下であること。 

印刷物 ・古紙パルプ配合率が可能な限り高いものである

こと。 

トイレット 

ペーパー 
・古紙パルプ配合率 100％であること。 

文具類 素材がプラスチッ

ク 
・再生プラスチックがプラスチック重量の 40％以

上使用されているもの。 

素材が木質 ・間伐材などの木材が使用されているもの。 

素材が紙 ・古紙パルプ配合率が 50％以上であるもの。 

その他 OA 機器 

照明 

自動車 

オフィス家具 

エアコン 

作業服  

その他 

・資源やエネルギーの消費が少ないもの。 

・再利用が可能であること。 

・再資源化が可能であること。 

・詰め替え可能であること。 

・リサイクルが可能であること。 

・簡易包装の製品であること。 

※「環境物品等の調達の推進に関する基本方針（環境省）」を参考に、環境物品等

の調達推進に努めることとします。 
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第４節  区域施策編  
 

４．１  温室効果ガス排出量推計に関する基本事項  

４．１．１ 基準年度  

平成 25（2013）年度を基本とします。 

 

４．１．２ 目標年度  

国と同様に、2030 年度は平成 25（2013）年度比 46％削減、2050 年はカーボンニュ

ートラルの実現を目指します。 

 

４．１．３ 温室効果ガス排出量推計対象部門  

温室効果ガス排出量の推計対象とする部門を以下に示します。 
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推計対象部門 

温室効果ガス 部門・分野 説明 

エネルギー 

起源 CO2 

産業部門 

製造業 
製造業における工場・事業場のエネルギ

ー消費に伴う排出 

建設業・ 

鉱業 

建設業・鉱業における工場・事業場のエ

ネルギー消費に伴う排出 

農林水産業 
農林水産業における工場・事業場のエネ

ルギー消費に伴う排出 

民生家庭部門 家庭におけるエネルギー消費に伴う排出 

民生業務部門 

事務所・ビル、商業・サービス業施設の

他、他のいずれの部門に帰属しないエネ

ルギー消費に伴う排出 

運輸部門 

自動車 

（貨物） 

自動車（貨物）におけるエネルギー消費

に伴う排出 

自動車 

（旅客） 

自動車（旅客）におけるエネルギー消費

に伴う排出 

鉄道 鉄道におけるエネルギー消費に伴う排出 

エネルギー転換部門 

発電所や熱供給事業所、石油製品製造業

等における自家消費分及び送配電ロス等

に伴う排出 

エネルギー 

起源 CO2以外 

燃料の 

燃焼分野 

燃料の燃焼 燃料の燃焼に伴う排出。【CH４、N２O】 

自動車走行 自動車走行に伴う排出。【CH４、N２O】 

農業分野 

耕作 
水田からの排出及び耕地における肥料の

使用による排出。【CH４、N２O】 

畜産 
家畜の飼育や排泄物の管理に伴う排出。

【CH４、N２O】 

廃棄物 

部門 

焼却分野 
廃棄物の焼却処分に伴い発生する排出。

【非エネ起 CO2、CH４、N２O】 

埋立分野 
廃棄物の埋立処分に伴い発生する排出。

【CH４】 

代替フロン等4ガス分野 

金属の生産、代替フロン等の製造、代替

フロン等を利用した製品の製造・使用

等、半導体素子等の製造等、溶剤等の用

途への使用に伴う排出。【HFCs、PFCs、

SF６、NF３】 

 

  



62 

 

４．２  温室効果ガス排出量の将来推計（現状趨勢）  

４．２．１ 温室効果ガス排出量算定方法  

国、茨城県及び本市の統計データや将来予測データを参考に 2050 年度までの温室効

果ガス排出量（現状趨勢）を推計しました。 

将来の温室効果ガス排出量（現状趨勢（BAU）ケース）の推計は、環境省「地方公共

団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）」をもとに行いま

した。また、将来推計年次は最新の確定年度である平成 28（2016）年度から推計する

こととしました。 

※BAU排出量は二酸化炭素のみを対象として推計し、その他のガスは排出量割合も小

さいため、基準年度と同値のまま推移すると仮定しました。 

 

現状趨勢（BAU）ケースの定義 

現状趨勢ケース

の定義 
 今後追加的な対策を見込まないケース（現状で実施されてい

る程度の対策は同様に今後も実施されると想定） 

 エネルギー消費機器のストック効率が現状横ばいで、活動量

のみが変化（エネルギー消費原単位に変化はない） 

現状趨勢ケース

の将来推計の考

え方 

 温室効果ガス排出量＝【活動量】×【原単位】×【炭素集約

度】 

 【活動量】は、本市の推計値がある場合はそのデータを採用

し、ない場合は県又は国や業界団体等の適切な推計値を参考

に設定します。 

 【原単位】は、原則として現状の値をそのまま適用します。 

 【炭素集約度】について、電力の排出係数は国の目指す数値

（2030 年度に 0.37 kg-CO2/kWh）を考慮し、設定します。 

 

４．２．２ 推計する活動量  

推計する活動量は環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュ

アル（算定手法編）」に基づき、以下のとおりとしました。 

なお、2030 年度など特定の年度の将来推計値のみ示されている場合、その間の数値

は直線的に変化すると仮定しました。また、将来推計値のない活動量は実績値をもと

に回帰直線を導き、推計を行いました。 
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推計する活動量 

部 門 活動量 推計方法 単位 

産業部門 

製造業 
製造品出荷額 

（下妻市） 

2020 年は 2013～2016 年の平均

値、2021 年以降は就業人口（推

計値含む）×平均就業人口一人

当たりの製造品出荷額から推計 

円 

建設業・ 

鉱業 

従業者数 

（下妻市） 

実績値を基に回帰直線を導き、

推計 
人 

農林水産業 
従業者数 

（下妻市） 

実績値を基に、2013～2017 年の

平均値から横ばいで推移すると

仮定し推計 

人 

民生部門 

家庭 
世帯数 

（下妻市） 

実績値は「統計しもつま」より

2021 年以降は社人研の県世帯数

の減少率を基に推計 

世帯 

業務 
延床面積 

（国全体） 

長期エネルギー需給見通しのマ

クロフレーム、2015 年度値が横

ばいに推移すると仮定 

百万 m2 

運輸部門 

自動車 

（旅客） 

交通需要 

（国全体） 

長期エネルギー需給見通しのマ

クロフレーム 

百億人

km 

自動車 

（貨物） 

貨物需要量 

（国全体） 

長期エネルギー需給見通しのマ

クロフレーム、2015 年度値が横

ばいに推移すると仮定 

百億ト

ン km 

鉄道 
人口 

（下妻市） 

人口ビジョンより（社人研準

拠）実績値は「統計しもつま」 
人 

廃棄物分野 一般廃棄物 発生量 

一般廃棄物（ごみ）処理基本計

画（H30年３月） 下妻地方広域

事務組合より 

トン 

工業プロセス 
製造品出荷額 

（下妻市） 

2021 年以降は就業人口（推計値

含む）×就業人口一人当たりの

製造品出荷額から推計 

円 

電力 電力排出係数 

東京電力 2015 年度排出係数

0.482 から国の目指す 0.37 まで

直線的に排出係数が低減される

と仮定する。 

kg-

CO2/kWh 
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４．３  温室効果ガスの排出実態等  

４．３．１ 温室効果ガスの排出量の推移  

本市における温室効果ガスの排出量の推移を整理した結果を以下に示します。 

平成 25（2013）年度を基準年度として、平成 28（2016）年度は温室効果ガスが

1.78 ％増加しています。 

なお、本市の製造業に関しては、平成 27（2015）年度の数値がなかったため、この

年度の数値は前後の年度の数値より推計しています。 

 

 

資料：下妻市再生可能エネルギー導入計画   

温室効果ガス排出量の推移 

 

 

４．３．２ 温室効果ガス排出量の部門別傾向  

本市における温室効果ガスの排出量の推移を整理した結果を以下に示します。 

製造業は排出量が大きく、傾向のばらつきが大きくなっています。運輸部門（自動

車）は平成 22（2010）年度以降ほぼ横ばい、やや微増の傾向で推移しています。民生

業務部門はほぼ横ばいで推移しています。 
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資料：下妻市再生可能エネルギー導入計画 

温室効果ガス排出量推移の部門別傾向 

 

４．３．３ 現状趨勢（BAU）での将来推計結果  

平成 28（2016）年度を現状年度とし、2050 年度までにかけて現状趨勢（BAU）排出

量を以下に示します。 

現状のまま推移する場合、温室効果ガス排出量は 2030 年度には 694.52 千 t-CO2/年、

2050 年度には 542.72 千 t-CO2/年となると推計されました。 

なお、基準年度である平成 25（2013）年度の温室効果ガス排出量は 736.85 千 t-CO2

となります。 

 

資料：下妻市再生可能エネルギー導入計画 

温室効果ガス非出量の将来推計（現状趨勢ケース） 
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４．４  温室効果ガス排出量の削減目標  

４．４．１ 脱炭素シナリオの検討  

以下に、脱炭素シナリオの一般的な検討手順を示します。脱炭素シナリオは、従来

の積上げによるフォアキャストによる目標設定ではなく、バックキャストにより目標

設定を行い、その目標のために必要な施策を検討するものです。 

 

【脱炭素シナリオの検討手順】 

① 目標年度や基準年度を決めます。 

② 現状の温室効果ガス排出量を算定します。 

③ 温室効果ガスの吸収量を算定します。【相殺する】 

④ 複数パターンで温室効果ガスの排出量を推計します。 

⑤ 将来のエネルギー消費削減量やエネルギーの転換を検討【減らす・変える】 

⑥ シナリオごとに再生可能エネルギーの導入量を検討【増やす】 

 

将来の温室効果ガス排出量のパターンについては、ゼロカーボンを実現するパター

ンとして、2050 年度でのゼロカーボン【ア 脱炭素パターン】とともに、早期に脱炭素

を実現することで大きな効果も想定されるため、先導パターンとして 2040 年度でのゼ

ロカーボン【ウ 先導パターン】も想定します。 

また、どの程度の対策が必要かを明確にするため、全く対策を行わず人口や産業の

動向のみを踏まえた「なりゆき」パターン（BAU）を算出します。 

 

将来の温室効果ガス排出量のパターン 

パターン パターンの概要 

ア【脱炭素パターン】 2050 年度までにゼロカーボンを実現 

イ【BAU パターン】 追加的措置を行わない現状趨勢ケース 

ウ【先導パターン】 2040 年度までにゼロカーボンを実現 
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４．４．２ 脱炭素シナリオ  

脱炭素シナリオを以下に示します。 

なお、2050 年度における脱炭素社会の達成に向けては、産業部門の省エネ技術の革

新や CO2回収技術、発電所や化学工場等から排出された CO2をほかの気体から分離して

集め、地中深くに貯留・圧入する技術（CCS）、分離・貯留した CO2 を利用して新たな

商品製造やエネルギーに変換する技術（CCUS）といった先進技術の普及、並びに次世

代自動車の普及や再生可能エネルギービジネスの拡大が不可欠であると考えられ、

2030 年度における進捗状況を踏まえた計画・シナリオの見直しを行います。 

 

 

資料：下妻市再生可能エネルギー導入計画 

脱炭素シナリオイメージ図 

 

  

CO2排出量（千t-CO2/年） 単位：千ｔｰＣO２
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50

0
基準年度

（２０１３年度）
中期目標

（2030年度）
2040年度

長期目標
（2050年度）

736.85 循環型社会の形成

（１8.01）

４６％以上削減を目指す カーボンゼロ化

現状趨勢

694.52

393.4

快適な住環境

（79.34）

ZEH化（5.71）

災害対応型太陽光（24.40）

省エネ行動（0.95）

エコドライブ（8.48）

次世代自動車の普及（39.80）

自然環境の保全

（0.5３）

建物・空間

の効率化

（203.16）

事業者の省エネ活動（144.61）

モーター効率化（35.63）

ZEB化（22.92）

事業用太陽光（5.76）

バイオマス発電（10.31）

小水力発電（0.01）

その他再エネ利用（1.93）

42.33

１18.22

快適な住環境

ZEH化（12.36）

災害対応型太陽光（8.36）

省エネ行動（0.25）

エコドライブ（1.21）

次世代自動車の普及（70.11）

事業者の省エネ活動（200.82）

モーター効率化（56.58）

ZEB化（26.91）

事業用太陽光（9.30）

バイオマス発電（13.87）

小水力発電（0.01）

その他再エネ利用（1.56）

建物・空間

の効率化

（２84.30）

先導パターン

自然環境の保全

（0.5３）

循環型社会の形成

（24.74）

194.12

ZEH化（10.24）

災害対応型太陽光（6.16）

省エネ行動（0.24）

エコドライブ（1.21）

次世代自動車の普及（69.10）

事業者の省エネ活動（216.82）

モーター効率化（47.51）

ZEB化（23.68）

事業用太陽光（7.09）

バイオマス発電（10.57）

小水力発電（0.001）

その他再エネ利用（1.19）

快適な住環境

（８6.96）

建物・空間

の効率化

（288.01）

循環型社会の形成

（18.86）

自然環境の保全

（0.5３）

216.76
省エネ技術の革新や

CCS、SSUS技術に

よる削減でカーボン

ゼロ化
148.36

省エネ技術の革新や

CCS、SSUS技術に

よる削減でカーボン

ゼロ化
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４．４．３ 脱炭素シナリオ実現のための施策と削減目標  

ここでは、脱炭素シナリオを実現するため、「快適な住環境」「建物・空間の効率

化」「自然環境の保全」「循環型社会の形成」の４つの基本施策について、市が取り

組む具体的な施策と市民・事業者の役割を示しています。 

 

快適な住環境  

市民の快適な住環境を構築するため、ZEHや災害対応型太陽光発電の普及推進、市民

の環境意識啓発のための環境活動や省エネ行動の実践等を促していきます。 

 

市の役割  

 建物の新築時や改築時に合わせて省エネや再エネを活用したゼロエネルギー住宅

（ZEH）の普及を推進します。 

 太陽光発電と蓄電池による災害時自立分散型の住宅普及を促進します。 

 照明器具やエアコン温度設定など家庭で無理なく省エネ行動を促す取組について

普及啓発を実施します。 

 自動車等の燃料消費を抑制し、安全性を確保するエコドライブの普及啓発を実施

します。 

 電気自動車や燃料自動車など次世代自動車の普及を図るとともに充電スタンドの

充実も図ります。 

 

市民及び事業者の役割  

市

民 

 省エネに努め、低炭素型のライフスタイルへの転換を目指します。 

 商品の買換え、サービスの利用、移動など生活の場面で、「COOL CHOICE

（クールチョイス）」を意識し、地球温暖化対策に資するあらゆる「賢い

選択」をします。 

 建物の新築や増改築時などに際し、省エネルギーに配慮した建物とするよ

う心がけます。また、ZEH など低炭素住宅の導入について検討します。 

 家庭エコ診断を活用し、家庭の省エネ化につなげます。 

 

事

業

者 

 クールビズやウォームビズを推進し、環境にやさしい空調運転に努めま

す。 

 環境やエネルギー、ＳＤＧｓと企業活動等に関する社内研修を実施し、事

業活動における省資源、省エネルギー化に努めます。 

 輸送効率の向上や、適切な輸送機関の選択・利用、次世代自動車の導入な

どに努めます。 

 省エネルギーに関する新しい製品やサービスの開発・提供に努めます。 

 事業者間で商品の輸配送や保管の共同化等に取り組みます。 
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ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス） 

ZEHとは、住宅の断熱性能や省エネ性能を向上し、さらに太陽光発電等で生活に必要な

エネルギーをつくり出すことにより、年間の一次消費エネルギー量（空調・給湯・照

明・換気）をおおむねゼロ以下にする住宅のことです。一般家庭や住宅メーカー等に

建物の新築時や改築時に合わせた省エネ設備・機器の導入啓発等を促進し、普及を図

っていきます。 

 

資料：資源エネルギー庁 WEB サイト 
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建物・空間の効率化  

エネルギー管理のためのエネルギーモニターや HEMS、BEMS や高効率な設備・機器の

普及を図ります。断熱性・気密性が高いなど省エネ性能の高い住宅・建物の普及を図

ります。 

 

市の役割  

 省エネ法に基づくエネルギー使用量が一定規模以上の事業所等の取組状況などを

地域内に広く情報提供を行い、自主的な温室効果ガスの排出削減活動を推進しま

す。 

 技術革新によるモーターや照明などのエネルギー効率アップなどを地域内に広く

情報提供を行い、自主的な温室効果ガスの排出削減活動を推進していきます。 

 建物の新築時や改築時に合わせて省エネや再エネを活用したネット・ゼロ・エネ

ルギー・ビル（ZEB）の普及を推進します。 

 

市民及び事業者の役割  

市

民 

 照明のLED化、高効率給湯機（エコキュート、エネファーム等）への更新、

冷蔵庫やエアコンなどの古い家電製品をトップランナー基準を満たす機器

へ買い替えるなど、設備の消費エネルギーの削減に努めます。 

 既存住宅を改修する場合、断熱化などの省エネリフォームを検討します。 

 エネルギーモニターや HEMS などの導入を検討し、消費エネルギーの見える

化によるエネルギー管理に努めます。 

 

事

業

者 

 建物を改修する場合、断熱化などの省エネ改修を検討します。 

 建物を新築する場合、省エネルギー性能の高い建物となるよう努めます。

また、ZEB など低炭素建築物について検討します。 

 設備機器の買替・新規設置を行う場合、トップランナー基準を満たす省エ

ネルギー性能の高い設備機器を導入します。 

 照明の LED 化、高効率な空調・冷凍機・ボイラー・コージェネレーション

システムの導入など、設備の消費エネルギーの削減に努めます。 

 エネルギーモニターや HEMS などの導入を検討し、消費エネルギーの見える

化によるエネルギー管理に努めます。 
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ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル） 

ZEBとは、快適な室内環境を実現しながら、建物で消費する年間の一次エネルギーの収

支をゼロにすることを目指した建物のことで、省エネによって使うエネルギーを減ら

し、創エネによって使う分のエネルギーをつくることで建物のエネルギー消費量を削

減するものです。地域事業者の建物新築時や改築時に合わせた省エネ設備・機器の導

入を促進するため、普及啓発を実施していきます。 

 

資料：環境省「ZEB PORTAL」 
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自然環境の保全  

緑は大気中 CO2を吸収し、固定する機能があります。魅力的な水辺空間や豊かな緑を

有する本市において、市民の環境意識啓発のための緑化活動や自然環境、生物多様性

の保全活動等の実践を促していきます。 

 

市の役割  

 二酸化炭素の吸収源となる緑地について、都市公園を中心に市の緑地や砂沼、河

川などみどり豊かな区域の適正な維持管理・保全に努めていきます。 

 

市民及び事業者の役割  

市

民 

 里山・まち山の保全整備に取り組むとともに、間伐材の活用を図ります。 

 植樹や緑化活動などへの参加に努めます。 

 庭やベランダの緑化、緑のカーテン設置など、家庭でできる緑化に取り組

みます。 

 

事

業

者 

 地域の緑化活動への参加に努めます。 

 植樹活動等により、緑化に貢献するよう努めます。 

 J－クレジット等を利用し、事業活動で生じた温室効果ガスを相殺すること

を検討します。 
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循環型社会の形成  

ごみの適正分別による減量化と再資源化の推進により、ごみ焼却量を少なくすると

ともに、廃棄物を活用した発電事業を推進します。また、市域の有効地や未利用資源

を活用した再生可能エネルギーの導入を推進します。 

 

市の役割  

 地域内の有効地（調整池を含む）を活用して PPA（電力販売契約）やソーラーシェ

アリングなど官民連携の太陽光発電を推進します。 

 家畜排せつ物や稲わら、もみ殻等、本市の未利用資源を有効活用したバイオマス

発電の推進を図ります。 

 豊富な水資源を有する地域特性を活かした小水力発電の導入について検討します。 

 ゼロカーボン化を目指すため、共同購入方式やリバースオークションなどを活用

した地域内外からの再生可能エネルギー調達を検討します。 

 

市民及び事業者の役割  

市

民 

 木質バイオマスや畜産ふん尿などの地域資源の活用による、地域課題の解

決に向けた再生可能エネルギーの導入・利用の検討に参加します。 

 廃棄物の排出削減やリサイクルに努めます。 

 

事

業

者 

 農業従事者は、ソーラーシェアリングに関する情報を積極的に入手し、農

地への導入を検討します。 

 木質バイオマスや畜産ふん尿などの地域資源の活用による、地域課題の解

決に向けた再生可能エネルギーの導入・利用の検討に参加します。 

 事業所敷地内の未利用地や建物の屋根に、PPA 等を活用して太陽光発電設備

の導入を検討します。 

 廃棄物の排出削減やリサイクルに努めます。 
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施策ごとの温室効果ガス排出量の削減目標 

基本 

施策 
施策 

目標値 2030 年度 

削減目標量 

(千 t-CO2) 
2030 年度 2050 年度 

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境
保
全
活
動 

快
適
な
住
環
境 

建物の新築時や改築時に合わせて省エネ

や再エネを活用したゼロエネルギー住宅

（ZEH）の普及を推進します。 

普及率30％

（ 全 世 帯

中） 

普及率80％

（ 全 世 帯

中） 

5.71 

太陽光発電と蓄電池による災害時自立分

散型の住宅普及を促進します。 

ZEH 未導入

世帯の50％ 

ZEH 未導入

世帯の80％ 
24.40 

照明器具やエアコン温度設定など家庭で

無理なく省エネ行動を促す取組について

普及啓発を実施します。 

ZEH 未導入

の世帯すべ

て（全世帯

中 70％） 

ZEH 未導入

の世帯すべ

て（全世帯

中 20％） 

0.95 

自動車等の燃料消費を抑制し、安全性を

確保するエコドライブの普及啓発を実施

します。 

非次世代自

動 車 （ 石

油）すべて 

非次世代自

動 車 （ 石

油）すべて 

8.48 

電気自動車や燃料自動車など次世代自動

車の普及を図るとともに充電スタンドの

充実も図ります。 

次世代自動

車 導 入 率

30％ 

次世代自動

車 導 入 率

90％ 

39.80 

建
物
・
空
間
の
効
率
化 

省エネ法に基づくエネルギー使用量が一

定規模以上の事業所等の取組状況などを

地域内に広く情報提供を行い、自主的な

温室効果ガスの排出削減活動を推進しま

す。 

エネルギー消費原単位

の年平均３％以上の低

減を求める 144.61 

技術革新によるモーターや照明などのエ

ネルギー効率アップなどを地域内に広く

情報提供を行い、自主的な温室効果ガス

の排出削減活動を推進していきます。 

2018年度比

エネルギー

効率 1.1 倍 

2018年度比

エネルギー

効率 1.2 倍 
35.63 

建物の新築時や改築時に合わせて省エネ

や再エネを活用したゼロエネルギービル

（ZEB）の普及を推進します。 

普及率57％

（全事業所

中） 

普及率75％

（全事業所

中） 

22.92 

自
然
環
境 

の
保
全 

二酸化炭素の吸収源となる緑地について

都市公園を中心に市の緑地や砂沼、河川

などみどり豊かな区域の適正な維持管

理・保全に努めていきます。 

－ － 

0.53 

再
エ
ネ
導
入
促
進 

循
環
型
社
会
の
形
成 

地域内の有効地（調整池を含む）を活用

して PPA やソーラーシェアリングなど官民

連携の太陽光発電を推進します。 

有効面積の

５割に導入 

有効面積の

すべてに導

入 

5.76 

家畜排せつ物や稲わら、もみ殻等、本市

の未利用資源を有効活用したバイオマス

発電の推進を図ります。 

ポテンシャ

ルの６割が

発電利用 

ポテンシャ

ルのすべて

が発電利用 

10.31 

豊富な水資源を有する地域特性を活かし

た小水力発電の導入について検討しま

す。 

ポテンシャ

ルの５割が

発電利用 

ポテンシャ

ルのすべて

が発電利用 

0.01 

ゼロカーボン化を目指すため、共同購入

方式やリバースオークションなどを活用

した地域内外からの再生可能エネルギー

調達を検討します。 

公共施設の電力量７割

を調達 
1.93 

合計 301.03 
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第６章 計画の推進 

 

第１節  計画の推進体制  

本計画に掲げる目指すべき環境像や目標を実現するためには、市・市民・事業者が

それぞれの役割を自覚し、自主的に環境に配慮した行動をとることが大切であり、市

の関係部署は横断的な連携を図り、施策を推進していきます。さらに、施策の実施状

況や目標の達成状況の点検・評価などが行われる体制を整備し、本計画を推進してい

きます。 

また、広域的な取組が求められる施策については、国や県、周辺自治体等と連携・

協力を図っていきます。 

 

○下妻市環境審議会 

環境審議会は、市議会の代表、関係機関及び団体の代表者又は役職員、事業主の代

表、学識経験者より構成し、専門的な視点から本市の環境の状況や施策の実施状況に

ついて、調査審議を行います。 

 

第２節  計画の進行管理  

本計画の実効性を高めるため、PDCA サイクルの考え方に基づき、Plan（計画）⇒Do

（実施）⇒Check（点検・評価）⇒Action（改善）の流れで進行管理を行い、施策の実

施状況や目標の進捗状況について、毎年、点検・評価・改善を実施していきます。 
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計画の進行管理 

  

各主体が協働し役割に応じた施策の実施 

施策実施状況等の調査 

 必要に応じ、下妻市環境審議会におい

て審議・評価 

年次報告書の作成・公表 

 関係部署による自己点検・評価 

Action（改善） 

 施策の実施状況・目標の進捗状況につ

いてとりまとめ公表 

取組の改善・見直し 

下妻市環境基本計画 

施策実施状況等の審議・提言 

Plan（計画） 

Do（実施） 

Check（点検・評価） 



77 

 

第３節  達成度を図る環境指標  

本計画の実施にあたり、達成度をはかる指標として、以下の環境指標を設定しまし

た。進捗状況の把握は、これらの指標値を参考として、その達成度をはかることとし

ます。 

 

環境指標一覧 

基本 

目標 
環境指標 

現状値 

(令和３年度） 

目標値 

(令和 14 年度) 

安
心
で
快
適
な 

生
活
環
境
の
創
造 

コミュニティバス、広域連携バスの利用者数 25,413 人 44,800 人 

下妻駅の乗降者数 533,712 人 690,000 人 

公害苦情件数 101 件 80 件 

水質基準達成率 83.50% 85.00% 

上水道普及率 95.80% 96.00% 

汚水処理人口普及率 70.00% 80.40% 

 
下水道普及率 32.50% 38.40% 

合併処理浄化槽普及率 37.50% 42.00% 

豊
か
な
自
然
環
境
と 

生
物
多
様
性
の
保
全 

外来種捕獲数 86 60 

一人あたり都市公園面積 

(R3.4.1：365,736 ㎡/41,456 人) 
8.8 ㎡／人 8.8 ㎡／人 

鬼怒川・小貝川クリーン大作戦におけるごみ

の収集量 

中止のため､実

績なし 
17 ㎥ 

農業振興地域の農用地面積 3463ha 3143ha 

遊休農地面積 31.9ha 22.3ha 

環
境
に
や
さ
し
い 

循
環
型
社
会
の
構
築 

廃タイヤ回収量 1,070kg 900kg 

可燃ごみ処理量 12,227t 11,000t 

不燃ごみ処理量 516t 460t 

資源行政回収量 709t 780t 

資源集団回収実施団体数 19 団体 25 団体 

環境学習活動の実施回数 1 回 6 回 

環境関連活動団体数 5 団体 5 団体 

気
候
変
動
に
適
応
し
た 

脱
炭
素
社
会
の
推
進 

公共施設の新エネルギー導入件数 4 件 10 件 

住宅用太陽光発電システム設置補助件数 

（累計） 
373 件 573 件 

環境配慮型新エネルギー設備導入事業 

補助件数（累計） 
51 件 201 件 

公共施設の省エネ改修実施件数 0 件 10 件 

ZEH 導入支援補助件数（累計） ※R4 新設 50 件 

防災アプリの登録者数 6,165(R3.9)人 7,000 人 

市公用車の低公害車保有率 12.50% 30% 

市役所の温室効果ガス排出量 2,445t-CO₂/年 1,482t-CO₂/年 
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資料１ 下妻市環境基本条例及び下妻市環境基本計画策定委員会設置要綱 

 

下妻市環境基本条例 

平成 24 年 9 月 25 日  

条例第 19 号  

目次 

前文 

第 1 章 総則(第 1 条―第 6 条) 

第 2 章 環境基本計画(第 7 条・第 8 条) 

第 3 章 市が講ずる環境の保全及び創造のための施策(第 9 条―第 16 条 ) 

第 4 章 市民等との協働による環境の保全及び創造への取組(第 17 条―第 22

条 ) 

第 5 章 地球環境保全の推進(第 23 条・第 24 条 ) 

付則 

私たちの住む下妻市は、中央に桜の名所として知られる砂沼が位置し、東に小

貝川、西に鬼怒川の清流が流れ、おおむね平坦で肥沃な大地には田園が広がり、

平地林が点在するなど、水と緑の豊かな美しい自然に恵まれたまちである。 

先人たちは、古くからこれらの自然を愛し、保全しながら、その英知とたゆま

ぬ努力により、下妻市を自然と調和した歴史と伝統のあるまちとして発展させ

てきた。 

しかしながら、近年、私たちは、生活の利便性を向上させる一方で、大量の資

源を消費し、大量の廃棄物を排出することなどにより、環境に大きな負荷を与え

ている。今や私たちが環境に与える影響は、地域の枠を越え、地球規模の問題と

なっている。 

もとより、私たちは、良好な環境の下で生活を営む権利を有するとともに、こ

れを守り、育て、将来の世代に引き継ぐ責務を負っている。 

私たちは、自らが環境に負荷を与える立場にあることを深く認識し、環境に配

慮した新たな地域社会を構築することを目的として、下妻市、市民及び事業者が

協働し、環境への負荷の少ない循環を基調とする社会を築くことを決意し、この

条例を制定する。 

第 1 章 総則 

(目的) 

第 1 条 この条例は、環境の保全及び創造について、基本理念を定め、並びに

市、市民及び事業者の責務を明らかにするとともに、環境の保全及び創造に関

する施策の基本的な事項を定めることにより、環境の保全及び創造に関する

施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及び将来の市民の健康で文化

的な生活の確保に寄与することを目的とする。 

(定義) 
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第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

(1) 環境への負荷 人の活動により環境に加えられる影響であって、環境の

保全上の支障の原因となるおそれのあるものをいう。 

(2) 地球環境保全  人の活動による地球全体の温暖化又はオゾン層の破壊

の進行、海洋の汚染、野生生物の種の減少その他の地球の全体又はその広範

な部分の環境に影響を及ぼす事態に係る環境の保全であって、人類の福祉に

貢献するとともに市民の健康で文化的な生活の確保に寄与するものをいう。 

(3) 公害 環境の保全上の支障のうち、事業活動その他の人の活動に伴って

生ずる相当範囲にわたる大気の汚染、水質の汚濁(水質以外の水の状態又は

水底の底質が悪化することを含む。)、土壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈

下及び悪臭によって、人の健康又は生活環境(人の生活に密接な関係のある

財産並びに人の生活に密接な関係のある動植物及びその生育環境を含む。以

下同じ。)に係る被害が生ずることをいう。 

(基本理念) 

第 3 条 環境の保全及び創造は、次に掲げる事項を基本理念として推進されな

ければならない。 

(1) 現在及び将来の世代の市民が健全で恵み豊かな環境の恩恵を享受する

ことができるように、その環境を維持し、又は向上させる取組を積極的に行

うこと。 

(2) 人と自然が共生する恵み豊かな環境を確保するため、平地林、農地、水

辺地等における多様な自然環境を有効に活用しつつ、環境への負荷の少ない

持続的に発展することができる社会の構築を目指すこと。 

(3) 市、市民及び事業者がそれぞれの事業活動及び日常生活において、それ

ぞれの責務に応じた役割分担の下に協働して取り組むこと。 

(4) 市、市民及び事業者がそれぞれの事業活動及び日常生活において、地球

環境保全が人類共通の課題であることを認識し、地球環境保全に資する活動

を積極的に行うこと。 

(市の責務) 

第 4 条 市は、前条に規定する基本理念(以下「基本理念」という。)にのっと

り、環境の保全及び創造に関する基本的かつ総合的な施策を策定し、及び実施

する責務を有する。 

(市民の責務) 

第 5 条 市民は、基本理念にのっとり、その日常生活に伴う廃棄物の排出、騒音

の発生、軽微な屋外燃焼行為(たき火その他日常生活を営む上で通常行われる

屋外での燃焼行為であって軽微なもの(ゴム、合成樹脂及び合成繊維又は廃油

の燃焼を含まないものに限る。)をいう。)等による環境への負荷の低減に努め

なければならない。 
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2 前項に定めるもののほか、市民は、基本理念にのっとり、環境の保全及び創

造に自ら努めるとともに、市が実施する環境の保全及び創造に関する施策に

協力する責務を有する。 

(事業者の責務) 

第 6 条 事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動を行うに当たっては、こ

れに伴って生ずるばい煙、汚水、廃棄物等の処理その他の公害を未然に防止し、

又は自然環境を良好に保全するために必要な措置を講ずる責務を有する。 

2 事業者は、基本理念にのっとり、自らの責任と負担において、その事業活動

に伴う廃棄物の発生を抑制し、再利用を図る等により、廃棄物の減量に努める

とともに、廃棄物を適正に処理する責務を有する。 

3 事業者は、基本理念にのっとり、物の製造、加工又は販売その他の事業活動

を行うに当たっては、その事業活動に係る製品その他の物が使用され、又は廃

棄されることによる環境への負荷の低減に資するように努めるとともに、そ

の事業活動において、再生資源その他の環境への負荷の低減に資する原材料、

役務等を利用するように努めなければならない。 

4 前 3 項に定めるもののほか、事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動

に関し、これに伴う環境への負荷の低減その他環境の保全及び創造に自ら努

めるとともに、市が実施する環境の保全及び創造に関する施策に協力する責

務を有する。 

第 2 章 環境基本計画 

(環境基本計画) 

第 7 条 市長は、環境の保全及び創造に関する施策の総合的かつ計画的な推進

を図るための基本的な計画(以下「環境基本計画」という。)を定めなければな

らない。 

2 環境基本計画は、環境の保全及び創造に関する総合的かつ長期的な目標及び

施策の大綱について定めるものとする。 

3 市長は、環境基本計画を定めるに当たっては、市民及び事業者の意見を反映

するための必要な措置を講ずるとともに、下妻市環境審議会の意見を聴かな

ければならない。 

4 市長は、環境基本計画を定めたときは、速やかにこれを公表しなければなら

ない。 

5 前 2 項の規定は、環境基本計画の変更について準用する。 

(施策の策定及び実施に当たっての義務) 

第 8 条 市は、環境に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実施する

に当たっては、各種の施策相互の連携を図りつつ、環境基本計画に基づき、総

合的かつ計画的に行わなければならない。 

第 3 章 市が講ずる環境の保全及び創造のための施策 

(公害の防止) 
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第 9 条 市は、市民の健康を保護し、及び生活環境を保全するため、公害の防止

に関し必要な措置を講じなければならない。 

(自然環境の保全及び創造) 

第 10 条  市は、平地林、農地、水辺地等における多様な自然環境の適正な保全

及び創造に努めるとともに、生態系の多様性の確保、野生生物の種の保存その

他の生物の多様性の確保に努めなければならない。 

(資源の循環的な利用等の促進) 

第 11 条  市は、環境への負荷の低減を図るため、廃棄物の処理の適正化を推進

するとともに、市民及び事業者による廃棄物の減量、資源の循環的な利用及び

エネルギーの適切かつ有効な利用が促進されるように、必要な措置を講ずる

ものとする。 

(規制の措置) 

第 12 条  市は、環境の保全上の支障を防止するため、必要な規制の措置を講ず

るものとする。 

(監視、測定等の体制の整備) 

第 13 条  市は、環境の状況を的確に把握し、並びに環境の保全及び創造に関す

る施策を適正に実施するため、必要な監視、測定等の体制の整備に努めるもの

とする。 

(調査、研究等の推進) 

第 14 条  市は、環境の保全及び創造に関する情報の収集に努めるとともに、科

学的な調査及び研究並びにそれらの成果の普及に努めるものとする。 

(国及び他の地方公共団体との協力) 

第 15 条  市は、環境の保全及び創造を図るための広域的な取組を必要とする施

策について、国及び他の地方公共団体と協力して、その推進に努めるものとす

る。 

(環境影響評価の推進) 

第 16 条  市は、土地の形状の変更、工作物の新設その他これらに類する事業を

行う事業者がその事業の実施に当たり、あらかじめその事業に係る環境への

影響について自ら適正に調査、予測又は評価を行い、その結果に基づき、その

事業に係る環境の保全について適正に配慮することを推進するため、必要な

措置を講ずるものとする。 

第 4 章 市民等との協働による環境の保全及び創造への取組 

(情報の提供及び市民等の意見の反映) 

第 17 条  市は、環境の状況その他の環境の保全及び創造に関する情報を適切に

提供するように努めるとともに、環境の保全及び創造に関する施策に市民及

び事業者の意見を反映させるための必要な措置を講ずるものとする。 

(市民及び事業者との連携) 

第 18 条  市は、環境の保全及び創造に関する施策を効果的に推進するため、市
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民及び事業者の参加及び協力を求める等これらの者との連携に努めるものと

する。 

2 市は、市民及び事業者と協力して、環境の保全及び創造に関する活動を積極

的に推進するための体制の整備に努めるものとする。 

(環境の保全及び創造に関する教育、学習等の推進) 

第 19 条  市は、市民及び事業者が環境の保全及び創造についての理解を深めら

れるように、環境の保全及び創造に関する教育及び学習の振興並びに啓発活

動その他の必要な措置を講ずるものとする。 

(市民、事業者等の自発的な活動の促進) 

第 20 条  市は、市民、事業者又はこれらの者で構成する団体が自発的に行う緑

化活動、再生資源の回収に係る活動その他の環境の保全及び創造に関する活

動を促進するため、これらの活動に対する助成その他の必要な措置を講ずる

ものとする。 

(経済的な措置) 

第 21 条  市は、市民及び事業者が環境への負荷の低減を図るために行う施設の

整備、研究開発その他これらに類する活動を促進するため特に必要があると

きは、助成その他の措置を講ずるものとする。 

(事業者の環境管理に関する制度の導入の促進) 

第 22 条  市は、環境に影響を及ぼすおそれのある事業活動を行う事業者がその

事業活動を行うに当たり、環境への負荷の低減目標を定め、その目標の達成状

況を検証し、その目標を見直すことを目的とした環境管理に関する制度を導

入することを促進させるため、必要な措置を講ずるものとする。 

第 5 章 地球環境保全の推進 

(地球環境保全の推進) 

第 23 条  市は、地球全体の温暖化の防止、オゾン層の保護、酸性雨の調査等の

地球環境保全に関する施策の推進に努めるものとする。 

(地球環境保全に関する国際協力) 

第 24 条  市は、国際機関、国、他の地方公共団体、市民及び事業者と連携し、

地球環境保全に関する国際協力の推進に努めるものとする。 

付 則 

(施行期日) 

1 この条例は、平成 24 年 10 月 1 日から施行する。 

(下妻市環境美化に関する条例の廃止) 

2 下妻市環境美化に関する条例(昭和 61 年下妻市条例第 1 号)は、廃止する。 
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○下妻市環境基本計画策定委員会設置要綱 

平成２４年９月２８日 

告示第２１０号 

（設置） 

第１条 下妻市環境基本条例（平成２４年下妻市条例第１９号）第７条第１項の規定に基づ

き、環境の保全及び創造に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な

計画（以下「環境基本計画」という。）を策定し、又は改定するため、下妻市環境基本計

画策定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

(1) 環境基本計画の策定又は改定に関すること。 

(2) 前号に掲げるもののほか、必要な事項に関すること。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員２０人以内をもって組織する。 

（委員） 

第４条 委員は、学識経験のある者、関係団体の推薦を受けた者及び市職員のうちから、市

長が委嘱又は任命する。 

２ 委員の任期は、委嘱又は任命を受けた日から環境基本計画の策定又は改定が完了する

までの期間とする。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に、委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は委員長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、委員長が議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。 

４ 委員長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、その意見又

は説明を聴くことができる。 
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（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、環境保全主管課において処理する。 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会

に諮って定める。 

付 則 

この告示は、平成２４年１０月１日から施行する。 
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資料２ 環境審議会、策定委員会名簿及び策定経過 

下妻市環境審議会委員名簿 

令和４年 12 月 23 日現在   

役職 氏名 選出機関及び団体名 

委員 廣 瀬   榮 下妻市議会 

委員 小 竹   薫 下妻市議会総務委員会 

委員 青 木 宏 記 茨城県県西県民センター環境・保安課 

委員 中 山   基 下妻市農業委員会 

委員 青 木 明 美 下妻市商工会女性部 

委員 粟 野 新 也 下妻市自治区長連合会 

委員 𠮷 原  光 夫 江連八間土地改良区 

委員 寺 田  照 子 下妻市消費者友の会 

委員 横 島  幸 子 下妻市農村生活研究連絡会 

委員 飯 島  順 一 花と一万人の会 

会長 軽 部  守 彦 STOP!温暖化エコネットしもつま 

委員 鳩 貝  秀 司 下妻市鳥獣保護管理員 

副会長 山 口  和 男 茨城県ボランティア U.D.監視員 

委員 中 岫 正 明 真壁医師会下妻支部 

委員 外 山   仁 常総薬剤師会下妻班 

委員 塚 田   茂 元下妻市生活環境課長 

委員 岩 田 菊 夫  下妻市認定農業者協議会 

委員 塚 田   隆 下妻市建設業会 

委員 中川原  勇 下妻市千代川建設業協会 

 

  



 
 

資料 2 環境審議会、策定委員会委員名簿 

10 
 

第２次下妻市環境基本計画策定委員会委員名簿 

令和４年１１月１５日現在   

課 名 役 職 氏 名 

企 画 課 経営戦略室長 広 瀬  慎 也 

消 防 交 通 課 課 長 補 佐 川 井  弘 法 

財 政 課 係 長 岩 田  淳 

農 政 課 課 長 補 佐 栗 島  行 夫 

商 工 観 光 課 課 長 補 佐 塚 田  哲 也 

建 設 課 課 長 補 佐 上 野  仁 志 

都 市 整 備 課 課 長 補 佐 井 上  規 

上 下 水 道 課 課 長 補 佐 門 井  正 人 

生 涯 学 習 課 課 長 補 佐 中 島  靖 夫 

農業委員会事務局 係 長 渡 辺  広 行 

生 活 環 境 課 課 長 補 佐 霜 村  浩 司 

 

事務局 役 職 氏 名 

市 民 部 部 長 岡 本  俊 彦 

生 活 環 境 課 課 長 谷 口  裕 治 

生 活 環 境 課 課 長 補 佐 小 竹  敦 

生 活 環 境 課 係 長  山 口  大 輔 

生 活 環 境 課 主 事 鎌 田  啓 介 
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第２次下妻市環境基本計画策定の経過 

日 付 内    容 

令和 4 年 7 月 29 日

～8 月 26 日 
アンケート調査 ・市民・事業者の環境意識調査 

令和 4 年 9 月 26 日 環境審議会 ・下妻市環境基本計画の改定について 

令和 4 年 11 月 15 日 策定委員会 
・委員長及び副委員長の選出 

・環境基本計画の策定について 

令和 4 年 12 月 23 日 環境審議会 
・第２次下妻市環境基本計画【地球温暖化対

策実行計画】（素案）について 

令和 4 年 1 月 5 日～ 

令和 5 年 2 月 3 日 
パブリック・コメント ・環境基本計画（案）の公表及び意見募集 

 

 

 



 
 

資料 3 アンケート結果 

12 
 

 資料３ アンケート結果 

 

 1. 市民アンケート結果 

 

環境意識調査結果【市民】 

 
対象者 ：市内在住の市民 
配布数 ：1,500 通 
回答数 ：609（うち、インターネットによる回答数：137） 
回答率 ：40.6％ 
実施期間：令和４年７月２９日～令和４年８月２６日 

 
 
質問１ あなた自身のことについておたずねします。 

 （1）性別 

 
  

  

1%

56%

43%

その他 女 男
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（２）年齢 

 

 
 
  

  

0% 3% 7%

12%

13%

17%
20%
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0
20
40
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（3）お住まいの地域 

 

 
 
 
  

  

34%

18%13%

10%

9%

7%

6%
4%0%

下妻地区 千代川地区 上妻地区 大宝地区 高道祖地区

豊加美地区 騰波ノ江地区 総上地区 不明

205

107
79

62 53
40 35 26

2
0

50

100

150

200

250

人
数
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（4）職業 

 
 
  

26%

20%

13%

13%

8%

5%
4%

3%
3%2% 3%

会社員

無職

パート・アルバイト

主婦（夫）

自営業（小売・会計士・サービス業・製造業・開業医など）

公務員

学生（大学・専門学校・予備校生など）

会社経営（役員）

団体職員（病院・私立の学校・保育所などの職員を含む）

農林業

その他
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質問２ あなたがお住まいの地域の環境について、どのように感じていますか。 

 

 

質問 3 あなたは、どのような環境問題に関心がありますか。（3つ選択） 

   

 

 
  

自然の長めの美しさ

農地、里山、緑地など身近な緑の豊かさ

野生動植物の種類の豊かさ

地域の歴史や文化

まち並みの美しさ

河川や湖のきれいさ
静けさ（近隣騒音や自動車騒音がない）

地域の香りがよい（悪臭がない） 有害化学物質からの安全性

ごみの減量化

不法投棄対策

地球温暖化対策

3

3.2

3.4

3.6

3.8

4

4.2

4.4

2.5 2.6 2.7 2.8 2.9 3 3.1 3.2 3.3 3.4 3.5

重
要

度

満足度

満足度・重要度結果

55%
33%

26%
25%

18%
18%

15%
13%
13%

11%
10%

8%
8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

ごみのポイ捨てや不法投棄

地球温暖化の問題

畜舎やたい肥などの農業施設からのにおい

開発などによる森林の伐採や田んぼの減少

車の走行による大気汚染や騒音

工場などからの大気汚染や水質汚濁、騒音、悪臭

家庭からの生活排水による水質汚濁

食品ロスの減量化

地下水や土壌の汚染

ごみの減量や資源化

アメリカザリガニやブラックバスなどの外来種の増加

野生の動植物の減少

イノシシなど野生鳥獣による農作物の被害

高い 低い 

高い 

低い 
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質問 4 あなたは、日常生活で環境保全へ向けどのような取組を行っていますか。 
  
 

 

 

質問５ 地球温暖化対策として、あなたが実施していることは何ですか。（複数

選択可） 

 

  

33%

9%

11%

3%

26%

27%

31%

27%

39%

5%

8%

6%

43%

19%

63%

69%

28%

86%

81%

91%

31%

54%

6%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

環境問題に取り組む事業者に対する評価・協⼒

ごみの分別や減量化の徹底

リサイクル商品や詰め替え商品など環境にやさしい製品の利⽤

エコバッグの利⽤

地域における環境美化活動への参加

⽇常⽣活における省資源・省エネルギーの実施

⽔辺や林、野⽣動植物の保全活動への参加・協⼒

⾃然観察会や環境学習への参加

今後取り組みたい 取り組んでいない 取り組んでいる

83%

47%

11%

8%

4%

4%

4%

3%

3%

2%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

節電（こまめな消灯、冷暖房の温度管理など）

家庭ごみの減量化・資源化

太陽光発電など再生可能エネルギーの導入

省エネ家電（LED等）の購入

太陽熱や地中熱など熱エネルギーの利用

電気自動車（EV）や燃料電池自動車（FCV）の購入

公共交通機関、自転車の積極的利用

森林の整備

家庭用燃料電池（エネファーム）の設置

木質ストーブの設置

その他
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 2. 事業者アンケート結果 

 
環境意識調査結果【事業者】 

 
対象者 ：市内に事業所を構える事業者 
配布数 ：500 通 
回答数 ：205（うち、インターネットによる回答数：62） 
回答率 ：41.0％ 
実施期間：令和４年７月２９日～令和４年８月２６日 

 
 
質問１ 貴事業所についてお伺いします。 

（1）事業所の業種 

 

24%

17%

12%
11%

11%

9%

4%
2%

2%
1%

1% 1%

5%

製造業 建設業
運輸業 卸売・小売業
医療・福祉 サービス業
飲食店 電気・ガス・熱供給・水道業
農林業 教育・学習支援
金融・保険業 不動産業
その他



 
 

資料 3 アンケート結果 

19 
 

 
 
 （２）事業所の形態 

 
  
  

50

34

25 23 22
18

9
4 4 2 2 2

10

0

10

20

30
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60

事
業
所
数

36%

28%

24%

12%

事務所 工場 店舗 その他
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（3）所在地 

 
 
 

（4）従業員数 

 
 
 
  

41%

15%

14%

10%

10%

5%

3% 3%

下妻地区 千代川地区 上妻地区 高道祖地区

大宝地区 豊加美地区 総上地区 騰波ノ江地区

90%

5%
4%

0%

50人未満 50人以上100人未満 100人以上 不明
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質問 2 貴事業所では、環境保全に向けどのような取組を行っていますか。 

 
 
質問 3 貴事業所の環境保全に関連する認証取得や登録状況はいかがですか。 

 
 
 
  

14%
17%

31%
3%

12%
23%

7%
10%

19%
18%
19%

6%
26%
28%

32%
50%

61%
13%

81%
38%

10%
10%

68%
77%

30%
12%

29%
32%

55%
34%

8%
83%

7%
39%

83%
80%

14%
5%

50%
83%

45%
41%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大気汚染、水質汚濁、騒音、振動、悪臭の防止などの対策

化学物質の排出低減に向け対策

電気自動車（ＥＶ）や燃料電池車（ＦＣＶ）などの導入

再生紙や紙の両面使用

雨水や一度使った水の再利用

省エネルギー型機器や設備の導入

冷暖房の設定温度の管理

LED照明の利用

太陽光発電などの再生可能エネルギーの導入

蓄電池の導入

廃棄物削減に向けた対策

資源物を分別し、リサイクル

環境配慮製品の購入

従業員の環境教育

今後取り組みたい 取り組んでいない 取り組んでいる

11%

2%

3%

2%

0%

6%

82%

90%

88%

86%

93%

89%

7%

8%

8%

12%

7%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ＩＳＯ14001認証取得

エコアクション21認証・登録

茨城県エコ事業所登録

茨城県のエコドライブ宣言事業所登録

エコショップ認定店となっている

環境報告書の作成・公表

実施している 実施していない 今後実施したい
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質問４ 貴事業所の環境保全に向けた取組を行うにあたり阻害要因となってい

ることは何ですか。（2つ選択） 

 
 
質問 5 地球温暖化対策として、貴事業所において実施されている取組は何です

か。（複数選択可） 

 
 
 
  

60%

39%

33%

34%

3%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

人材不足

資金不足

時間不足

情報不足

取引先などの周囲の協力が得られない

その他

84%

56%

12%

10%

9%

9%

7%

2%

1%

0%

0%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

節電（こまめな消灯、冷暖房の温度管理など）

省エネ家電（LED、高効率ボイラー等）への更新

太陽光発電の導入

植林や下草刈りなど森林の再生・整備

電気自動車（EV）や燃料電池自動車（FCV）の購入

事業活動によるエネルギー使用量の調査・把握

極端な暑さや局地的豪雨等への対策

太陽熱や地中熱など熱エネルギーの利用

社員への公共交通機関、自転車の利用推進

コージェネレーションシステムの導入

業務・産業用燃料電池の導入

その他
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質問 6 太陽光発電を導入している事業者は、貴事業所のおける太陽光発電の発

電出力をご記入ください。 
 

回答数：13 
平均 ：461.6 kW 
範囲 ：2～3,050 kW 

                      
 

 

質問 7 電気自動車（EV）や燃料電池自動車（FCV）を導入している事業者は、

貴事業所における電気自動車（EV）や燃料電池自動車（FCV）の台数をご

記入ください。 

 
回答数：15 
平均 ：1.6 台 
範囲 ：1～5 台 
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資料４ 用語解説 

 

 

アイドリングストップ 

駐停車時に、自動車のエンジンを停止させ

ることをいいます。 

一般廃棄物 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律の第 2

条第 2 項において、産業廃棄物以外の廃棄

物をいいます。 

茨城県森林湖沼環境税 

森林や湖沼・河川などの自然環境を､良好な

状態で次世代に引き継ぐために､茨城県が

平成 20 年度から導入している課税制度をい

います。 

エコ通勤 

周辺地域の渋滞問題や地球温暖化対策等の

観点から、各事業所が主体的に、より望まし

い通勤交通のあり方を、考える取組です。 

エコドライブ 

燃費を向上させるために乗り物のユーザー

が行う施策や、そうした施策のもとに行う

運転のことをいいます。 

ＬＥＤ照明 

Light Emitting Diode（発光ダイオード）を

使用した照明器具のことです。 

ＮＰＯ法人 

社会貢献のための活動などを行う、営利を

目的としない民間の組織(民間非営利組織

Non-Profit Organization)のことをいい

ます。組織活動からあがる利益は構成員に

分配せず、団体の活動目的を達成するため

の費用に充てられます。 

オゾン層 

オゾンは酸素原子 3 個からなる気体です。 

大気中のオゾンは成層圏（約 10～50km 上空）

に約 90％存在しており、このオゾンの多い

層を一般的にオゾン層といいます。成層圏

オゾンは、太陽からの有害な紫外線を吸収

し、地上の生態系を保護しています。 また

成層圏オゾンは、紫外線を吸収するため成

層圏の大気を暖める効果があり、地球の気

候の形成に大きく関わっています。 

温室効果ガス 

大気中にある二酸化炭素やメタンなどの、

赤外線を吸収し地球温暖化の原因となる気

体のことをいいます。人の活動の拡大によ

り増加しており、京都議定書では温室効果

ガスの内、二酸化炭素、メタン、一酸化炭素、

ハイドロフルオロカーボン、パーフルオロ

カーボン、六フッ化硫黄などの、主な六種類

についての削除が定められています。 

 

 

海洋プラスチックごみ 

捨てられたプラスチックごみなどが、河川

などから海へ流入し、海洋プラスチックご

みとなります。大量の海洋プラスチックご

みは、海の生態系に大きな影響を与えます。

また、劣化して細かい粒子状になったプラ

スチックは、生き物にも取り込まれていま

す。 

外来種 

人間の活動によって他の地域から持ち込ま

れた生物のことです。国外から国内へ持ち

込まれた生物の他に、国内間で生息してい

ない地域へ持ち込まれた生物のことも指し

ます。 

核家族 

米国の人類学者であるジョージ・マードック

が人類に普遍的ですべての家族の基礎的な

単位という意味で用い始めた"nuclear 

family"という用語の和訳であり、夫婦や親

子だけで構成される家族のことをいいます。  

感覚公害 

悪臭、騒音、振動など、人の感覚を刺激して、

不快感として受け止められる公害のことを

いいます。 

環境学習 

人と環境のかかわりについての知識や体験

を通して，環境のしくみや現在の環境の状況

についての理解と認識を深めることで，将来

にわたり豊かな環境の恵みを受けるために，

自発的な責任ある行動が取れるようにする

ための学習のことをいいます。 

環境基準 

人の健康の保護及び生活環境の保全のうえ

で維持されることが望ましい基準として、終

局的に、大気、水、土壌、騒音をどの程度に

保つことを目標に施策を実施していくのか

という目標を定めたものをいいます。環境基

準は、「維持されることが望ましい基準」で

あり、行政上の政策目標です。 

ア 

カ 
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環境基本法 

公害対策基本法に代わり平成 5 年(1993

年)11 月に施行された、環境保全の基本的な

考え方や施策などを示した環境に関する最

上位の法律のことをいいます。 

環境審議会 

地方自治体の付属機関のひとつで、都道府県

や市町村の区域における環境の保全に関し

て、基本的事項を調査審議させるため、環境

の保全に関し学識経験のある者を含む者で

構成されます。 

環境保全型農業 

地球温暖化防止や生物多様性保全に資する

農業生産活動をいいます。 

涵養 

地表の水（降水や河川水）が地下に浸透し、

地下水となることをいいます。 

カーボンニュートラル 

温室効果ガスの「排出量」と「吸収量」の合

計をゼロにすることです。 

緊急対策外来種 

生態系等への被害を及ぼしている又はその

おそれがあるため、防除、遺棄・導入・逸出

防止等のための普及啓発など総合的に対策

が必要な、定着が確認されている外来種の

うち、対策の緊急性が高く、積極的に防除を

行う必要がある種をいいます。 

クールチョイス 

2030年度に温室効果ガスの排出量を2013年

度比で 46%削減するという目標達成のため、

省エネ・低炭素型の製品への買換・サービス

の利用・ライフスタイルの選択など、地球温

暖化対策に資する「賢い選択」をしていこう

という取組のことをいいます。 

光化学スモッグ 

工場や自動車から排出される大気中の窒素

酸化物や炭化水素などが紫外線に反応して

つくられる、オゾンやアルデヒド、エアロゾ

ルが空中に停留してスモッグ状になること

をいいます。人の健康に悪影響を及ぼす為、

大気汚染として問題視されています。 

コミュニティサイクル 

1 台の自転車を複数の人が利用でき、専用サ

イクルポートであれば、どこでも貸出・返却

が可能な利便性の高い交通システムのこと

をいいます。 

コミュニティバス 

地域住民の移動手段を確保するために地方

自治体等が実施するバスのことをいいます。 

 

 

 

里山 

人間の集落や田畑、溜池、雑木林などからな

る低山地や丘陵地のこと。古くから生活の糧

を得る場として管理されてきました。多様な

生物の宝庫としても重要視されています。 

酸性雨 

大気中の硫黄酸化物や窒素酸化物等の酸性

物質が溶け込み、通常より強い酸性を示す雨

や霧のことです。 

J－クレジット 

温室効果ガスの排出削減量や吸収量をクレ

ジットとして国が認証する制度です。 

次世代自動車 

ガソリンなど化石燃料の使用をゼロまたは

大幅に減らして環境負荷を和らげる自動車

のことをいいます。ハイブリッド車（ＨＶ）

やプラグインハイブリッド車（ＰＨＶ）、電

気自動車（ＥＶ）、水素と酸素の化学反応で

発電して走る燃料電池自動車、低公害ディー

ゼル車があります。 

市民農園 

サラリーマン家庭や都市の住民の方々がレ

クリエーションとしての自家用野菜・花の栽

培、高齢者の生きがいづくり、生徒・児童の

体験学習などの多様な目的で、小面積の農地

を利用して野菜や花を育てるための農園の

ことをいいます。 

循環型社会 

有限である資源を効率よく使うと共に、可能

な限り再生産し、資源が輪のように循環する

社会の考え方です。 

浄化槽 

し尿及びこれと併せて雑排水を微生物の働

きなどを利用して浄化する装置のことをい

います。浄化槽には、し尿のみを処理する「単

独処理浄化槽」と、し尿と雑排水を併せて処

理する「合併処理浄化槽」とがあり、現在単

独処理浄化槽の設置は認められてないため、

通常「浄化槽」というと合併処理浄化槽のこ

とを指します。 

サ 



 

資料 4 用語解説 

26 
 

食品ロス 

まだ食べられるのに捨てられてしまう食品

のことを指します。 

新エネルギー 

バイオマス、太陽熱、太陽光、雪氷熱利用、

地熱、風力など、再生可能な特徴を持った次

世代のエネルギーをいいます。 

３R（スリーアール・サンアール） 

リデュース（Reduce）、リユース（Reuse）、リ

サイクル（Recycle）の３つのＲ（アール）の

総称をいいます。一つめのＲ（リデュース）

とは、物を大切に使い、ごみを減らすことで

す。二つめのＲ（リユース）とは、使える物

は、繰り返し使うことです。 三つめのＲ（リ

サイクル）とは、ごみを資源として再び利用

することです。  

５Ｒは、３Ｒを基調に、さらにリフューズ

（Refuse）：断ると、リペア（Repair)：直す

の２Ｒを追加した下妻市が推進する取組の

ことです。 

生態系 

生物間の相互関係と，生物とそれを取り巻く

無機的環境の相互関係にひとつのまとまり

のある系（システム，空間）のことをいいま

す。系の対象には土壌，池，流域など，階層

性があり，生物間には食物連鎖をベースとし

た生態系ピラミッドで表現される生物間の

相互作用が存在します。  

生物多様性 

多様な生物が存在していることを指します。 

ソーラーシェアリング 

農地に太陽パネルを設置し、上部で発電し、

下部で営農することです。 

 

 

 

地球温暖化 

人間の活動が活発になるにつれて「温室効果

ガス」が大気中に大量に放出され、地球全体

の平均気温が急激に上がり始めている現象

のことをいいます。 

地産地消 

地元生産、地元消費の略語で、地元で生産さ

れたものを地元で消費するということです。

地域の農業と関連産業の活性化により、農地

及び森林の保全が期待されます。また、輸送

による二酸化炭素の排出も減らすことがで

きます。 

定置用リチウムイオン蓄電池 

ポータブル型のリチウムイオン蓄電池のこ

とをいいます。取り回しが効く上に使い勝手

が良いというのがメリットの蓄電池です。  

特定外来生物 

外来生物の内、特に生態系等への被害が認め

られるものとして、外来生物法(2004 年)に

よって規定された生物をいいます。 

 

 

 

二酸化窒素 

窒素の酸化物で代表的な大気汚染物質です。

発生源はボイラーなどの固定発生源や自動

車などの移動発生源のような燃焼過程、硝酸

製造等の工程などがあります。燃焼過程から

はほとんどが一酸化窒素として排出され、大

気中で二酸化窒素に酸化されます。人の健康

影響については、二酸化窒素濃度とせき・た

んの有症率との関連や、高濃度では急性呼吸

器疾罹患率の増加などが知られています。 

 
 
 

バイオマス 

バイオマスとは、動植物などから生まれた生

物資源の総称をいいます。バイオマスから得

られるエネルギーのことをバイオエネルギ

ー、またはバイオマスエネルギーとも言い、

二酸化炭素の発生が少ない自然エネルギー

で、古来から薪や炭のように原始的な形で既

に身近に利用されています。バイオマス発電、

バイオマス熱利用、バイオマス燃料など用途

開発が進められています。 

パリ協定 

第 21 回気候変動枠組条約締約国会議（COP21）

が開催されたパリにて、2015 年 12 月 12 日

に採択された、気候変動抑制に関する多国間

の国際的な協定（合意）のことをいいます。

196の条約加盟国・地域の全てが参加する「画

期的な合意」として高く評価されています。 

ＢＯＤ 

生物化学的酸素要求量、Biochemical oxygen 

demand の略称です。河川の汚濁の度合いを

示す指標となっています。 

水中の有機物等の汚濁源となる物質が、微生

物により無機化されるときに消費される酸

タ 

ナ 
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素量（mg/Ｌ）を表したものをいい、数値が大

きいほど汚濁が進んでいることを示します。 

PPA 

Power Purchase Agreement の略で、電力販

売契約という意味で第三者所有型ともよば

れてます。企業・自治体が保有する施設の屋

根や遊休地を事業者が借り、無償で発電設備

を設置し、発電した電気を企業・自治体が施

設で使うことで、電気料金と CO2排出の削減

ができます。 

微小粒子状物質（PM2.5） 

大気中に浮遊している 2.5μm（1μm は 1mm

の千分の 1）以下の小さな粒子のことで、従

来から環境基準を定めて対策を進めてきた

浮遊粒子状物質（SPM：10μm 以下の粒子）よ

りも小さな粒子のことをいいます。微小粒子

状物質は非常に小さいため（髪の毛の太さの

1/30 程度）、肺の奥深くまで入りやすく、呼

吸器系への影響に加え、循環器系への影響が

心配されています。 

浮遊粒子状物質 

物の破砕や選別、土砂の巻き上げ、燃料の燃

焼過程などで発生する大気中に浮遊してい

る粒径 10 ミクロン以下の微細な粒子をいい

ます。Suspended particulate matter の略

称で SPM ともいいます。 

プラスチック資源循環戦略 

３Ｒ＋Renewable の基本原則と、６つのマイ

ルストーンを目指すべき方向性として掲げ

る取り組みです。 

HEMS 

Home Energy Management System の略で、家

庭でのエネルギー使用状況を可視化するこ

とにより、快適性や省エネルギーを支援する

システムで、空調や照明、家電製品等の最適

な運用を促すものです。 

BEMS 

Building and Energy Management System

の略で、ビルの室内環境とエネルギー性能の

最適化を図るためのビル管理システムのこ

とです。 
 
 
 

モビリティ・マネジメント 

１人１人のモビリティ（移動）が、社会的に

も個人的にも望ましい方向（過度な自動車利

用から公共交通等を適切に利用する等）に変

化することを促す交通政策のことをいいま

す。 
 
 

 

有機農法 

有機質の肥料を使って農作物を栽培する、化

学肥料や農薬・除草剤を使わない農法のこと

をいいます。 

遊休農地 

耕作の目的に供されていない、かつ、引き続

き耕作の目的に供されないと見込まれる農

地のことをいいます。 

ユニバーサルデザイン 

ユニバーサル＝普遍的な、全体の、という言

葉が示しているように、「すべての人のため

のデザイン」を意味し、年齢や障がいの有無

などにかかわらず、最初からできるだけ多く

の人が利用可能であるようにデザインする

ことをいいます。 
 
 
 

レッドデータブック 

絶滅のおそれのある野生動植物をリストア

ップし、その分布や生息状況などをまとめた

報告書のことです。 

マ 

ヤ 
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